
No.

ジョルダン・ハシェミット王国

家族計画・ＷＩＤプロジェクト

終了時評価報告書

平 成１１年１２月

国 際 協 力 事 業 団
医 　療 　協 　力 　部

医　協　二

J R

99 - 29



序　　　文

ジョルダン・ハシェミット王国家族計画・ＷＩＤプロジェクトは、同国のモデルエリアにおけ

るＷＩＤ配慮を行った総合的な家族計画実施体制を確立することを目標に、ジョルダン国家人口

審議会、保健省、ジョルダン人間開発基金を相手国実施機関として、平成９年７月１日から平成

12年６月 30日まで３年間の予定で実施されているものです。

このたび、国際協力事業団は、本件実施に関する討議議事録に基づく協力期間が平成 12年６月

30日をもって終了するのに先立ち、これまでの協力内容などの評価をジョルダン側と共同で行う

ために、平成11年 10月 19日から 10月 31日まで国立社会保障・人口問題研究所副所長阿藤　誠氏

を団長とする終了時評価調査団を派遣しました。

本報告書は、本調査団が実施した調査および協議の内容と結果などを取りまとめたものです。

ここに、本件調査にあたりご協力いただきました調査団員および関係各位に対しまして、深甚な

る謝意を表しますとともに、今後とも本件技術協力の成功のために、いっそうのご指導、ご鞭撻

をお願い申し上げます。

　　平成 11年 12月

国 際 協 力 事 業 団

理事　阿　部　英　樹
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第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

ジョルダンは文化的、宗教的背景から一般に女性は早婚、多産の傾向にあり合計特殊出生率も

5.4（1994年）と高く、年平均人口増加率も 3.4％と高率で、このまま推移すれば 1992年時点で 430

万であった人口が 2013年には２倍に達する見込みである。一方、同国経済は、湾岸危機以降の海

外出稼ぎ労働者の帰還、中東産油国からの援助減少などの複合的要因により、低迷状態にあり、人

口の急増は経済復興を図るうえでの大きな阻害要因となっている。このような状況のなか、同国

政府は人口問題を重要な国家課題としてとらえ、保健医療、婦人問題、教育分野を包括した総合

的な家族計画政策を実施するにあたり、家族計画事業を行っているＮＧＯであるジョルダン人間

開発基金（ＪＯＨＵＤ／旧クイーンアーリア基金）を通じて、家族計画および女性の社会参加プロ

グラムを推進してきている。しかし、当分野にかかる技術的蓄積、人材の不足から 1994年 10月、

わが国に対して技術協力を要請してきた。

同要請に基づき、ジョルダン国家人口審議会（ＮＰＣ）、保健省（ＭＯＨ）、ＪＯＨＵＤを相手国

実施機関とし、家族計画従事者や女性指導者の人材育成、ＷＩＤ配慮を行いつつ、モデルエリア

における総合的な家族計画実施体制を確立することを目標とし、本プロジェクトを1997年７月１

日から 2000年６月 30日まで３年間を協力期間として実施している。

プロジェクト活動としては、①現状把握のための人口調査の実施・分析、②家族計画・母子保

健普及活動、③住民の意識改革プログラム、④女性の収入創出活動などを行っている。本調査は、

本プロジェクトの協力期間が2000年６月 30日をもって終了するにあたり、活動実績、技術移転状

況などの評価を目的として派遣するものである。

１－２　調査団の構成

団長／総括 阿藤　　誠 国立社会保障・人口問題研究所　副所長

団員／産科 箕浦　茂樹 国立国際医療センター　産科医長

団員／リプロダクティブヘルス

飯島　愛子 （財）ジョイセフ（家族計画国際協力財団）人材養成事業部長

団員／ＷＩＤ 柘植あづみ 明治学院大学社会学部社会学科　助教授

協力計画 中野　　勉 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課　課長代理

評価分析 阿部貴美子 （財）国際開発センター　研究員
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１－３　ジョルダン家族計画・ＷＩＤプロジェクト評価調査日程

日順 月日（曜日） 行　　程 備　　考

１ 10月19日（火）東京→フランクフルト（JL407　13：00－18：00） フランクフルト泊

　

２ 20日（水）フランクフルト→アンマン（LH3622　13：30－17：50） アンマン泊

３ 21日（木）阿藤団長、中野団員 飯島・箕浦・柘植・阿部団員 アンマン泊

９：00　ＪＩＣＡジョルダン事務所表敬 10：00　専門家、Ｃ／Ｐと

10：30　在ジョルダン日本大使館表敬 　　　　の個別面談

12：00　他団員に合流

４ 22日（金）評価資料整理 →ゴールサフィーへ移動 アンマン泊（２名）

　プロジェクトサイト視察 ポタシュ泊（４名）

５ 23日（土）８：30　計画省表敬 10：00　ゴールサフィ／コ

９：30　保健省表敬 ミュニティデベロップメン

11：30　国家人口審議会 トセンターにて

　　　　表敬 ＰＣＭプレワークショップ ポタシュ泊 ２班は夕方ポタシュ

12：30　人間開発基金表敬（飯島・箕浦・柘植・阿部団員、 で合流

専門家、Ｃ／Ｐ）

移動→ポタシュ ワークショップ後専門家、

Ｃ／Ｐとの個別面談続き

６ 24日（日）（阿部団員以外）

８：30　南ゴール郡長表敬

９：30　ＧＳ病院・ＭＣＨセンター視察

11：00　ゴールサフィ（ＧＳ）　ＣＤＰとの面談 アンマン泊

12：30　収入創出活動現場視察

17：00　ハジテ男女啓蒙セミナー

（阿部団員）

面談結果等分析、資料作成

７ 25日（月）－カラク訓練センターに移動

10：00　専門家、Ｃ／Ｐによる分野別活動報告会

　　　　（調査団員、専門家、Ｃ／Ｐ） アンマン泊

15：00　評価手法と合同評価評価報告書（ミニッツ）案

　　　　について説明

８ 26日（火）10：00　合同協議 アンマン泊

　　　　ミニッツ協議

９ 27日（水）10：00　ミニッツ案最終協議 アンマン泊

14：00　ミニッツ署名

10 28日（木）９：00　在ジョルダン日本大使館報告 アンマン泊

10：30　ＪＩＣＡジョルダン事務所報告

11 29日（金）アンマン→パリ（AF677　６：25→11：50） パリ泊

12 30日（土）パリ（JL406　19：00→ 機内泊

13 31日（日）→東京13：40）

Ｃ／Ｐ……カウンターパート

＜別班＞
中野団員ＰＣ会議よ
り合流
ロンドン→アンマン
（21：05－04：55）
（BA6707）
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１－４　主要面談者

＜日本側＞

在ジョルダン日本大使館

中澤　忠輝 一等書記官

ＪＩＣＡジョルダン事務所

矢部　義夫 所長

蔵方　　宏 次長

岩井　雅明 所員

家族計画・ＷＩＤプロジェクトチーム

佐藤都喜子 チーフアドバイザー

野崎威三男 業務調整

山口　　斌 （ＭＣＨセンター機能強化）長期専門家

末吉　秀二 （人口）長期専門家

原田　陽子 （ＷＩＤ）長期専門家

渡辺　直人 （収入創出）短期専門家

松田　　啓 （ＩＥＣ）短期専門家

＜ジョルダン側＞

計画省（ＭＯＰ）

Mr.Salem Ghawi Assistant Secretary General

保健省（ＭＯＨ）

Dr.Zaid Al Khael Secretary General

Dr.Osama Badran Director,ＭＣＨ

Dr.Akef Azab Deputy Director,ＭＣＨ

国家人口委員会（ＮＰＣ）

Dr.Mohammed Sarayrah Secretary General

Dr.Amir Bakir Deputy Secretary General,Project Manager

Mr.Abed A.Malkawi Population C/P

ジョルダン人間開発基金（ＪＯＨＵＤ）

Ms. Shadia Nusseir Acting Exective Director

Ms. Salwa Hinni Income Generation C/P

Ms.Huda Al-Karaki ＷＩＤ C/P
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南ゴール郡政府

Mr.Oqla Al-Hamaydeh Head of South Ghor District

１－５　プロジェクトの概要

今回評価対象となった「ジョルダン国家族計画ＷＩＤプロジェクト」の目標および成果は以下の

とおりである（表１－３参照）。

上位目標

　カラク県の南ゴール地区での人口増加が減少する。

プロジェクト目標

　カラク県の南ゴール地区での家族計画の実施が推進される。

成果

（1）プロジェクト地区の人口・健康・社会経済状況に関する情報が収集され、それがプロジェ

クトの活動のために活用される

（2）プロジェクト地区の健康と社会経済問題について住民の意識が向上する

（3）プロジェクト地区の家族計画とリプロダクティブヘルスにかかるサービスが強化される

（4）プロジェクト地区の女性が経済活動に参加する

１－６　終了時評価の方法

本調査は、評価の枠組みとしてプロジェクトサイクルマネージメント（ＰＣＭ）の評価手法を採

用した。ＰＣＭを用いた評価は、（1）プロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ：プロジェクト

の目標、活動などの諸要素と評価のための指標を論理的に配置した表。なお、ＰＤＭに記入され

る項目の定義は表１－１を参照）に基づいた評価、（2）プロジェクトの実績を中心とした必要情報

の収集、（3）「効率性」「目標達成度」「インパクト」「妥当性」「自立発展性」という５つの評価の観点

（「評価５項目」）からの収集データの分析、（4）分析結果からの提言・教訓の導出、および報告、と

いう流れからなっている。今回の評価調査でもこの流れを踏まえ、具体的には以下の手順で調査

を行った。

なお、評価調査実施にあたっては、プロジェクト側（プロジェクトに携わる日本人専門家および

ジョルダン側関係者）より本評価調査団に対して、本評価調査は、「日本側とジョルダン側」とい

う分け方ではなく、「プロジェクト側」と「評価調査団」という分け方で実施してほしいという強い

要望が示されたため、評価調査はこの要望に沿った形で実施されたことを重要点として留意され
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たい。

表１－１　ＰＤＭの概要

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標

プロジェクト目標 プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目標

であり、「ターゲットグループ」への具体的な便益やインパクト

成果 プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければなら

ない短期的かつ直接的な目標

活動 成果目標を達成するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行為

指標 プロジェクトの成果、目標および上位目標達成度を測るもので、客観的

に検証できる基準

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータソース

外部条件 各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトで

はコントロールできない条件

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件

投入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員・機材・資金など

１－６－１　評価のデザイン

討議議事録（Ｒ／Ｄ）、ＰＤＭ（1997年９月にプロジェクト関係者が作成）、改訂版ＰＤＭ（1998

年 10 月に巡回指導調査団訪問時に日本側とジョルダン側の協議により改訂）、そのほかプロ

ジェクト関係文書、年次報告書に基づき、終了時評価の実施計画を作成し、同時に評価項目案

も作成した。今回はプロジェクト専門家、およびカウンターパートに対するインタビュー、な

らびに関係者参加によるワークショップを開催し、合同で評価を行うこととした。このワーク

ショップにおいて、コンサルタント団員が、評価項目および情報収集方法についてプロジェク

ト関係者との協議を経て確定した。主要な検討項目は、表１－２に示すとおりである。

１－６－２　ＰＤＭの修正（評価用ＰＤＭの作成）

今回の評価計画を立てるにあたり、現行のＰＤＭ（1998年 10月）を見直し、プロジェクトの実

施途中でプロジェクトを取りまく要因や活動自体に変化があったか否かを確認し、終了時評価

のためのＰＤＭを作成した。「終了時評価用ＰＤＭ（ＰＤＭ－Ｅ）」とは、プロジェクトの実施途

中での変化を反映させ、また、必要があれば、プロジェクトによって現実的に達成可能な、よ

り具体的な目標を設定し直すことで、プロジェクトの現実の内容に即した評価を行うための基

礎となるＰＤＭである。本評価調査においては、現行のＰＤＭ（「巡回指導調査」により変更済
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みのもの）を踏襲しつつ、以下のような修正を行った。

（1）上位目標の修正

「ジョルダンの人口増加が減少する」→「カラク県の南ゴール地区での人口増加が減少す

る」

現行のＰＤＭでは、「ジョルダンの人口増加が減少する」が上位目標に、また「カラク県

の南ゴール地区での家族計画実行が推進される」がプロジェクト目標となっていた。しか

し、この内容では、プロジェクト目標が達成されることと、上位目標の達成の間には、か

なりギャップがある。また、特定地域を対象とするプロジェクトがその国全体に何らかの

効果をもたらすためには、プロジェクト終了後に、いずれかの機関により、プロジェクト

目標が達成した状況（「家族計画の実施が推進される」）を国全体に波及させるための具体的

な計画が必要であることは、ＰＤＭ作成上の一般的留意事項である。普及活動なしに国全

体に普及する可能性は高くない。このため、むしろ、上位目標としては、モデル地区内で

のさらに上位の開発効果を示すほうが達成の可能性が高い。

プロジェクト関係者と以上を踏まえて協議した結果、上位目標を「カラク県の南ゴール地

区での人口増加が減少する」に改訂した。なお、本プロジェクトにおいては、実施協議報告

書には「プロジェクト最終年には活動成果を全国レベルに普及するようなセミナーを設ける

ことが予定されている」と記述されているが、このセミナーの開催が実現された場合でも、

通常上位目標の達成時期として適当とされるプロジェクト目標達成後の３～５年後に、こ

のセミナー開催を要因として「ジョルダンの人口増加が減少」するかどうかの因果関係の立

証は、その時点で大規模かつ詳細な調査を実施しないかぎり困難である。
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表１－２　主な検討項目一覧表

大項目 中項目 主な検討事項

1 ＰＤＭ記載事

項にかかる計

画達成度

1） 効率性

2） 目標達成度

3） インパクト

4） 妥当性

5） 自立発展性

１ ジョルダンのＴＦＲの改善

（ＴＦＲ＝Total Fertility Rate／合計特殊出生率）

２ プロジェクト地区のＣＰＲの改善度

（ＣＰＲ＝Contraceptive Prevalence Rate／避妊実行率）

３ 啓蒙プログラムへの参加者数、看護助手のトレーニング

への参加率、女性の収入創出活動への参加数の増加等

４ それぞれの成果を達成するための活動実績

５ 日本側およびジョルダン側の投入実績

６ 保健省の動向、政治経済状況等

１ 上記１.３で調べた指標の実績からみて各成果はどの程度

達成されたか

２ 上記１.５で調べた投入の時期、質および量は、成果達成

のために妥当であったか

３ プロジェクト実施体制は成果達成のために妥当であった

か

１ 上記１.２で調べた指標の実績からみてプロジェクト目標

はどの程度達成されたか

２ 各成果はどの程度プロジェクト目標達成に貢献したか

３ プロジェクト目標が達成されていないとしたらその原因

は何か

１ プロジェクト目標のほかにプロジェクト実施によっても

たらされたプラス・マイナスの効果

２ 上記１.１で調べた上位目標の達成の他にもたらされたプ

ラス・マイナスの効果

１ 上位目標は現時点での保健省の政策、わが国の援助方針

などに合致しているか、していないとしたらその原因は

何か。

２ プロジェクト目標は現時点での保健省の政策、ターゲッ

トグループのニーズに合致しているか、この目標は上位

目標と合致しているか、妥当性が低かったとしたら原因

は何か

３ 目標、成果、投入の相互関連性に対する計画策定は妥当

であったか、妥当性が低いとしたら原因は何か

１ ジョルダン政府によるカウンターパート（Ｃ／Ｐ）に対す

る支援の有無、各Ｃ／Ｐの組織体制、運営管理能力等

２ 各Ｃ／Ｐの予算見通し

３ 技術移転のＣ／Ｐへの定着状況、機材の維持管理状況

１ 上位目標の指標数値の推

移

２ プロジェクト目標の指標

数値の推移

３ 各成果の指標数値の推移

４ 活動実績

５ 投入の実績

６ 外部条件推移

１ 成果の達成状況

２ 投入の妥当性

３ プロジェクト実施体制の

妥当性

１ プロジェクト目標の達成

度

２ 成果の達成がプロジェク

ト目標につながった度合

い

３ 成果の達成がプロジェク

ト目標につながるのを阻

害した要因

１ 直接的インパクト

２ 間接的インパクト

１ 上位目標の妥当性

２ プロジェクト目標の妥当

性

３ プロジェクトデザインの

妥当性

１ 組織・制度的側面

２ 財政的側面

３ 技術的側面
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（2）成果１の修正

「プロジェクト地区の人口、健康、社会経済状況に関する情報が収集される」→「プロジェ

クト地区の人口、健康、社会経済状況に関する情報が収集され、それがプロジェクト活動

に活用される」

成果については、成果１「プロジェクト地区の人口、健康、社会経済状況に関する情報が

収集される」が、このままでは情報が収集されるだけで成果を達成したことになってしま

い、情報収集がプロジェクト目標の達成のためにどのように寄与するのかが不明確であっ

たため、より本来的な成果に近い内容である「プロジェクト地区の人口、健康、社会経済状

況に関する情報が収集され、それがプロジェクト活動に活用される」と改訂した。そして、

それに対応する活動内容を追加した。

成果５は、「保健医療と社会サービスセクターの連携を強化する」であり、これを達成す

るための活動としては、「リファラルシステムの開発」を行うことが 1997年のＰＤＭの段階

から計画されていたが、「リファラルシステムの開発」は、もともと、保健省が開発計画を

もっており、本プロジェクトではそれと連動して適正なリファラルシステムを開発しよう

としていた。しかし、保健省のシステム開発計画が突然撤回されたため、本プロジェクト

での活動展開も停止してしまった。本成果については、終了時評価実施にあたりＰＤＭ上

に残して、活動が展開しなかった理由を明確化すべきとの見解もあったが、ワークショッ

プを通じて、プロジェクト側と評価調査団側が成果５自体を削除すべきという合意に達し

たためＰＤＭ－Ｅからは削除された。

その他の成果ごとの活動も、実際に展開された活動に沿った内容に改訂した。

以上の作業の結果、評価用ＰＤＭが作成された（英語版は、資料１の合同評価報告書の

ANNEX-III、日本語版は表１－３）

１－６－３　情報収集

上述の評価デザインに沿って、ＰＤＭ記載事項の実績データを中心に情報を収集した。使用

した主な情報源は以下のとおりである。

（1）ミニッツ、Ｒ／Ｄ、暫定実施計画書（Tentative Schedule of Implementation：ＴＳＩ）

（2）終了時評価用ＰＤＭ（資料１「合同評価報告書」の ANNEX-III）

（3）日本側およびジョルダン側の投入に関する記録（資料１「合同評価報告書」の ANNEX-IVに

添付）

（4）本プロジェクト作成による統計資料
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（5）本プロジェクトによる会議資料

（6）日本人専門家およびカウンターパートに対する質問票ならびにインタビュー、評価ワー

クショップの結果（資料－ I、Evaluation Grid１～５）

（8）日本人専門家およびカウンターパートによるプレゼンテーション（10月 24日）

１－６－４　情報の分析

本評価調査では、プレワークショップおよび本ワークショップを開催した。これらの場は、時

間的制約（専門家とカウンターパートへのインタビューやプロジェクト側によるプレゼンテー

ションが行われた）によって、主に評価手法の紹介に使われた（概要については表１－４参照）。

したがって、ワークショップの場は、評価調査団側、およびプロジェクト側によるＰＣＭ手法

に基づいた共同作業の収集分析には、ごく部分的に活用された。情報の分析、およびその結果

に関する認識の共有は、１－６－５項に記すように、ミニッツ案をたたき台として合同会議の

場で行われた。

１－６－５　結論の導出および報告

時間的制約により日本側によって主に実施された評価調査の分析結果をたたき台にして、分

析結果にプロジェクト側の見解を反映すべく、評価調査団側、およびプロジェクト側関係者と

綿密な協議を行った。その合意結果を英文の「合同評価報告書」、およびミニッツ（資料１）とし

て取りまとめ、署名・交換した。

１－６－６　今後の終了時評価実施における教訓

（1）評価ミッションの日程は諸般の事情から 10月 19日から 10月 31日に設定されたが、十分

な評価を行うにはやや日数が足りなかった。そのため、現地（ジョルダン）において当初

ミッションが２組に分かれて行動せざるを得なかった。しかしながら、客観的に公平な評

価をするためにはメンバー全員が共通の視察、共通のヒアリングをしたほうがよかったと

考えられる。

（2）今回の評価ミッションではＰＣＭ手法を用い、ＰＤＭに基づいた評価を実施した。プロ

ジェクト評価全体としてはＰＤＭ各項目に即してきめ細かく評価することができた点で満

足のいくものであった。ただし、いくつかの点で問題もあった。第１にＰＣＭは本来プロ

ジェクト関係者の全員参加型の評価手段のはずであるが、時間の制約もあって評価チーム

側のやや一方的な個別ヒアリングに終始した印象があること、ヒアリング内容の相互

チェック、全体評価とのかかわりについて十分な議論の時間をとることができなかったこ

とである。
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（3）以上のような問題点はあったが、最終的な評価リポートの内容については評価ミッショ

ン（日本）とプロジェクトのカウンターパート（ジョルダン）との間で大きな意見の不一致も

なく比較的スムーズに合意に達することができた。
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上位目標
カラク県の南ゴール地区での人口増加が
減少する

プロジェクト目標
カラク県の南ゴール地区での家族計画の
実施が推進される

成果
1 プロジェクト地区の人口、健康、社会経
済状況についての情報が収集され、プロ
ジェクトの活動に活用される

2 プロジェクト地区の人々の健康と社会経
済問題について住民の意識が向上する

3 プロジェクト地区の家族計画とリプロダ
クティブヘルスにかかるサービスが強化
される

4 プロジェクト地区の女性が経済活動に参
加する

2000年までに合計特殊出生率が国の平均値にまで減
少する

2000年までに避妊普及率（ＣＰＲ）が国の平均値まで
に増加する

1a. ベースラインサーベイが1998年3月までに完了す
る

1b. 情報が、プロジェクトの終了時点までにプロ
ジェクトの活動に活用される

2a. 意識向上プログラムに参加した住民の数が、プ
ロジェクトの終了時点までに50％増加する

2b. JOHUD/CDCにおける意識向上プログラムの数が増
加する

2c. 健康と社会経済問題に対する住民の態度に積極
的な変化が認められる

3a. トレーニングコースに参加した看護助手が、プ
ロジェクトの終了時点までに80％を超える

3b. 家族計画とリプロダクティブヘルスについての
コースが少なくとも年間6回開催される

3c. 母子保健サービスを利用したクライアントの数
が30％増加する

4a. 収入創出活動に参加する女性の数が、プロジェ
クトの終了時点までに30％増加する

4b. 活動による生産物が販売される

4c. 参加した女性が収入を得る

人口保健統計

プロジェクトによる調査資料

1a. プロジェクトによる活動記録

1b. プロジェクトによる活動記録

2a. プロジェクトによる活動記録

2b. プロジェクトによる活動記録

2c. プロジェクトによる調査資料

3a. プロジェクトによるコース記録

3b. プロジェクトによるコース記録

3c. ヘルスセンター／診療所の来所記
録

4a. プロジェクトによる活動記録

4b. プロジェクトによる活動記録

4c. プロジェクトによる活動記録
（フォローアップ記録）

a.ジョルダンの国家人口政策が安
定している

a.プロジェクト地区の強制移住が
起きない

b.プロジェクト地区へ外国人労働
者の導入が起きない

a.プロジェクト地区の住民が要望
する避妊手段が入手可能である

b.女性の医師、看護婦、看護助手、
助産婦などの数が減少しない

表１－３　ジョルダン国家族計画・ＷＩＤプロジェクト　終了時評価用プロジェクトデザインマトリックス（ＰＤＭ－Ｅ）

プロジェクトの要約 指標 指標データ入手手段 外部条件
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1-1 ベースラインサーベイを行う
1-2 データベースを作成する

2-1 意識向上のための業務計画を作成する
2-2 意識向上セミナーのターゲットグループ
を決定する

2-3 意識向上セミナーの開催を準備する
- セミナーの内容を決める
- 講師を決める
- セミナー用のIEC教材を準備する
- ターゲットグループにセミナー開催を広
報する

2-4 CDPsを選考して訓練を行う
2-5 意識向上セミナーを実施する
2-6 セミナーのフォローアップを実施する

3-1 カラクのMCHトレーニングセンターの機
材を改善する

3-2 トレーニングのための業務計画を策定す
る

3-3 1次医療レベルに勤務するスタッフ用の
リプロダクティブヘルスに関するトレー
ニングプログラムを作成する

3-4 MCHのスタッフ用の家族計画とリプロダ
クティブヘルスのトレーニングプログラ
ムを作成する

3-5 ジョルダンと日本において医療スタッフ
と医療行政官に対するトレーニングを実
施する

3-6 家庭訪問用の自動車を供与する
3-7 医療施設の機材を改善する

4-1 収入創出活動に関する女性のニーズを明
らかにする

4-2 収入創出活動のための業務計画を策定す
る

4-3 収入創出活動のビジネス計画を策定する
4-4 プロジェクトで活用できそうな地域の社
会経済センターを確定する

4-5 講師を確保し、物資を準備する
4-6 参加者を選考する
4-7 トレーニングを実施する
4-8 参加した女性たちが経済活動が続けられ
るように、助言監督などの適正な管理シ
ステムを形成する

日本側
1 専門家の派遣
（a）長期専門家

チーフアドバイザー、業務調整、人口、家族
計画／リプロダクティブヘルス、WID

（b）短期専門家
家族計画、IEC、WID、収入創出、その他

2 カウンターパートに対するトレーニング
（a）日本における研修

日本におけるカウンターパート研修

3 機材供与

ジョルダン側
1 カウンターパートの任命

2 施設建物の提供

3 運営コストを負担する

活動 投　　入
a.通関と輸送が遅れない

b.収入創出活動の生産物の市場価
格が下落しない

c.プロジェクト地区で家族計画と
リプロダクティブヘルス分野の
医療従事者が減少しない

前提条件
プロジェクト地区の住民の反対が
非常に強くない
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表１－４　評価ワークショップの概要

（1）プレワークショップ

日時 1999年 10.23　午前 10時から午後２時半

場所 ゴール・サフィ・コミュニティデベロップメントセンター

目的 ワークショップの参加者にＰＣＭ手法の概要を説明する（1997年にＰＤＭの作成に参加し

ていなかった専門家およびカウンターパートがほとんどであったため）

ＰＤＭ－Ｅについて合意を得る

プロジェクトの達成度について合意を得る

５項目の評価項目と評価対象事項を紹介する

参加者 日本人専門家４人

カウンターパート４人

評価調査団４人（うち１人はモデレーター）

（モデレーター：コンサルタント団員）

主な作業内容 ＰＣＭ手法概要を説明

ＰＤＭ－Ｅの確認

プロジェクト達成度の確認

５項目の評価項目と評価対象事項の紹介

（2）本ワークショップ（時間的制約がありＰＣＭ形式のワークショップとはならなかった）

日時 1999.10.25　午後３時ごろから（午前 11時からはプロジェクト側によるプレゼンテーショ

ンが、コンポーネントごとに日本人専門家およびそのカウンターパートから実施され、そ

れに対する評価調査団からの質問とそれへの回答があった）

場所 カラク県トレーニングセンター

目的 プロジェクト側によるプレゼンテーションを行う。

関係者にミニッツ内容を把握してもらう。

参加者 日本人専門家７人

カウンターパート６人

評価調査団６人

主な作業内容 ミニッツ案を参加者の前で読み上げた参加者に対して翌日の合同協議に備えてミニッツ案

を読み、意見や改訂すべき点を考えてくるよう依頼した。
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第２章　評価結果の要約

２－１　総論

家族計画とＷＩＤの推進をめざす本プロジェクトの実施対象国であるジョルダンは、アラブ地

域に属し、同国では家族計画の推進が困難であり、女性に対するジェンダー規範が強く存在する。

さらに、プロジェクト地域は、ジョルダンのなかでも最も貧しい地域のひとつであり、女性の識

字率も低く、社会は保守的である。すなわち、本プロジェクトの活動は、大変困難な状況のなか

で行われている。

また、本プロジェクトは、その活動（人口調査の実施・分析、家族計画・母子保健普及、住民の

意識改革プログラム、女性の収入創出）ごとに実施期間が異なっているなど、大変困難な状況のな

かで実施された。

しかし、本プロジェクトは、短期間で大きな成果をあげており、当初の協力期間終了までにプ

ロジェクト目標が達成される見込みは大きいと評価できる。
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２－２　評価５項目による評価

評価要約

（1）効率性

（2）目標達成度

（3）効果

　（インパクト）

（4）妥当性

（5）自立発展性

（6）結論

評価の基準は４段階：非常に高い、高い、妥当、低い

［日本側投入］

①専門家の派遣：効率性は全体としては十分高い。

・専門分野　専門分野の知識レベルは適切。収入創出活動分野では、専門家の専門分野外の知識が必要であっ

た。

・人数：適切

・派遣の時期：全体としては妥当だが、成果３のための長期専門家が確保されていない時期があった。

②機材供与：適切であったが、一部、機材の質に問題があった。

③Ｃ／Ｐ研修：適切

④ローカルコスト負担支援：妥当

［ジョルダン側投入］

①Ｃ／Ｐ配置：妥当。Ｃ／Ｐの専門性、配置の時期に改善が必要。

②機材の維持管理：適切

③プロジェクト予算：妥当

④プロジェクトの支援体制、および他機関との連携：適切。

（評価の基準は４段階：最適＞適切＞妥当＞不適切）

成果の達成状況

①成果　１「プロジェクト地区の人口、健康、社会経済状況の情報が収集され、プロジェクトの活動に活用され

る」：達成度は非常に高い。

②成果　２「プロジェクト地区の人々の健康と社会経済の問題に対する意識が向上される」：達成度は十分に高

い。

③成果　３「プロジェクト地区の家族計画とリプロダクティブヘルスのサービスが強化される」：ある程度は達

成した。

④成果　４「プロジェクト地区の女性が経済活動に参加する」：活動が達成度を判断するに適切な段階に至って

いない。

プロジェクト目標の達成状況

・プロジェクト目標の性質から、本プロジェクトのプロジェクト期間のような短期間での目標達成の度合いを

測ることは難しいが、協力期間終了までに本プロジェクトがプロジェクト目標を達成する可能性は高い。

プロジェクト目標／上位目標レベルにおける効果

・プロジェクト目標の達成が、プロジェクト目標の性質から、評価時点では困難である。また、プロジェクト

目標が達成されていない段階にあり、プロジェクト目標が上位目標に対して与えた間接的インパクトを測る

ことは困難である。

・プロジェクトを契機として、男性向けセミナーや夫婦を対象とするセミナーが実施されるようになるなどプ

ロジェクトの実施によるポジティブなインパクトがあった。

上位目標の妥当性：妥当性は非常に高い。

・上位目標の「カラク県のSouth Gohr地区での人口の増加が減少する」は人口増加率を下げようとしているジョ

ルダン政府の政策と合致している。

プロジェクト目標の妥当性：妥当性は非常に高い。

・プロジェクト目標の「カラク県のSouth Gohr地区での家族計画の実施が推進される」は、家族計画の実施を推

進しようとしているジョルダン政府の政策と合致している。

・プロジェクト目標の「カラク県のSouth Gohr地区での家族計画の実施が推進される」は、貧困地域であり、か

つ人口増加がジョルダンの国の平均よりも著しいプロジェクト地区の住民のニーズに合致しており、妥当性

が高い。

組織的自立発展性：自立的発展性は高い。

・政府は、人口増加の抑制を重要政策としているため、人口問題の政府調整機関であるＮＰＣに対する政府の

支援の継続は期待できる。

・政府は、保健セクターを重要視しており、なかでも母子保健部門は重要部門であるため、ＭＯＨおよびその

なかでの母子保健担当部署への政府の支援も、今後継続されることが期待できる。

財政的自立発展性：自立発展性は高い。

・ＪＯＨＵＤは、各ＣＤＣが独立採算の運営が可能となるまで支援をする予定である。

技術的自立発展性：自立発展性は高い。

・プロジェクトによる技術移転の結果、技術面でカウンターパートは十分な能力を習得できた。

・プロジェクトの実施により、住民の意識向上や、家族計画／リプロダクティブヘルスサービスの質の向上な

どの成果が達成された。プロジェクト目標達成の見込みも高い。
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第３章　各分野の評価概要

３－１　リプロダクティブヘルス（ＲＨ）分野

３－１－１　理念と戦略

本プロジェクトは、家族計画（ＦＰ）のニーズを把握し、リプロダクティブヘルス／家族計画

（ＲＨ／ＦＰ）活動を社会的に普及させ、同時に子供を産む主体である女性の社会参加につなげ

るためにＷＩＤ（女性と開発）と収入創出を同調させて行動変化を起こす。すなわち、医学的な

側面のみでなくＷＩＤ、ジェンダーの視点を最初から取り入れる包括的なプロジェクトである。

これは 1994年、カイロ国際人口開発会議で採択された行動計画の理念にのっとったもので、従

来の単一的ＦＰ推進型に比べ革新的なプロジェクトであるといえる。

対象地域はカラク県南ゴール郡全域（人口３万5000人）で、ジョルダンの南部のなかでもさら

に“ポケット地域”と呼ばれる最も保守的で後進性が強くＦＰに対する男性の理解が少ないとさ

れている。対象を小規模地域としたのはＦＰ／ＷＩＤがイスラム文化圏においてはセンシティ

ブな内容であること、今までジョルダンのどの地域においても実施されたことがないこと、協

力期間が３年という短い期間であることなどの理由による。地域の選定理由は、プロジェクト

へのニーズが高いこと、アンマンに比較的近いのでモニタリングが容易であることである。

本プロジェクトの同地域での活動はモデルケースと位置づけられ、実施協議の段階では、プ

ロジェクト最終年には活動成果を全国レベルに普及するようなセミナーを設けることが予定さ

れている。

プロジェクトの目標は、対象地域でのＦＰの実施が推進されることである。

プロジェクト開始にあたり、対象地域における人口、ＷＩＤ、家族計画、ジェンダー関係、保

健などについて１年間の事前調査を実施し、現況を明らかにした（別添１）。

アプローチはこの調査結果に基づき、①男性の啓発活動、特に、宗教指導者の巻き込み、②

ＲＨ／ＦＰ／ＭＣＨの医療施設の整備、③ＩＥＣ用の機材、教材制作の技術協力、④ＭＣＨセ

ンター・南ゴールサフィー病院の助産婦の技術指導、カウンセリングの導入、⑤同病院の母子

保健集団指導の導入、⑥地域開発推進員（Community Development Promotor:ＣＤＰ）の育成、⑦

職業訓練と収入創出など、入念に注意深く行い、プロジェクトの充実を図ってきた。ＲＨを推

進するうえで、「啓蒙活動による動機づけ」と「質のよいサービスの提供」が重要な鍵となる。本

プロジェクトはこの分野で下記の活動を実施し成果をあげてきた。

３－１－２　ＲＨ啓蒙活動

（1）主要な啓発普及活動の対象グループは 35歳未満の既婚女性とその夫とし、啓蒙普及セミ
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ナーのため、15人の女性を選出し、ＣＤＰとなる基礎訓練を行い、彼女たちの協力のもと

に、ジェンダー、健康、家族計画に関する啓発普及セミナーを開催（女性対象 40回、男性

対象16回）実施した。セミナーへの延べ参加者数は女性2083人（未婚女性1248人＊）、男性

751人、男女ともにおのおの対象人口の 22％にのぼった。

＊多くの女性は35歳までには子供を産み終えていることを考えると、未婚女性の参加者

が 50％以上にのぼることは誠に好ましい傾向といえる。

（2）保健分野では、プロジェクト対象地域のＭＣＨセンター、南ゴールサフィー病院の助産

婦、看護婦などを対象に、プライマリーヘルスケア、ＲＨ・ＦＰに関する技術訓練を実施

した。

（3）宗教と男性支配

家族計画に対するイスラム教徒の反発については、全国的に著名な宗教指導者を招き、

プロジェクト地域の宗教指導者を含む指導的な立場にある男性を対象としたセミナーを実

施した。また、男性支配の伝統が強い地域であることから、60人の男性地域開発推進員を

対象に啓発普及活動訓練を行い、女性の健康や家族計画について男性の理解を深めるよう

に図った。

（4）男女共同セミナー開催

男女相互の理解を深めＲＨに対する男女間の意識改革を図るため、1999年８月から男女

共同啓蒙セミナーを実施するようになり、評価団は第２回目を視察することができた。

３－１－３　ＲＨ・ＦＰサービス

南ゴール郡のＲＨ・ＦＰの保健医療の問題としては貧困地域ゆえに、保健省の対応が遅れ、

ＦＰの医療体制が整備されておらず、ＭＣＨセンターの避妊薬も在庫が切れている。また、医

師が不足し、産科医師の超音波診断技術、ＩＵＤ挿入技術なども不十分で避妊具の使用を中

止する女性も多いなどの点にある。これらの問題解決のために下記の医療協力を実施した。

＊〔なお、ジョルダン家族計画協会（Jordan Family Planning and Protection Association）

は民間の主なる家族計画推進組織であるが南ゴール郡は貧しく有料活動が不可能なために

この地域では活動を実施していない。〕

（1）ＦＰ／ＲＨのサービスを改善するため、ＭＣＨセンター、南ゴールサフィー病院に母子

保健関係の医療機材を供与した。

（2）保健省との連携を図り、避妊薬の確保を行った。

（3）長期の専門家を派遣する予定であったが、適任者が見つからなかっため、短期専門家の

清水医師と丹野かほる助産婦が技術協力を行った。清水医師は医療レベルの問題改善につ

いての技術協力、丹野助産婦はトルコ、エジプトにおける技術協力の経験をもとに、アラ
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ビア語で保健スタッフの研修や啓発活動を行い好評を得た。丹野助産婦の報告書は現地の

状況、問題点を端的に表している（別添２）。

（4）ＭＣＨセンターと南ゴールサフィー病院で助産婦によるＦＰ・ＭＣＨの保健衛生教育、

およびカウンセリングサービスを初めて導入した。

（5）ＭＣＨセンターの機能拡大の技術協力を行う目的で 1999年６月から山口 斌産婦人科医

師が長期専門家として着任した。

３－１－４　成果

ＲＨ／ＦＰのようなプロジェクトは１年半程度で活動成果を即座に期待することは難しいが、

現在みられる成果としては、ＭＣＨセンターへ避妊目的で訪れた初診外来者が劇的に増加し、

1996年の 107人に対し 1998年は 224人となり、再生産年齢（15～ 49歳）にある女性全人口の約

10％をカバーした。避妊実行率の統計については目下集計中であるが、担当の末吉専門家（人

口）によると目標達成率は 50％位であろうとのことであった。

３－１－５　プロジェクト終了時に期待できる成果

今後８カ月間のプロジェクト期間の終了時には、下記の活動を実施することにより、初期の

ＦＰ／ＭＣＨの目的が達成することが期待される。

（1）ＭＣＨセンターのＦＰ／ＭＣＨの機能拡大により、カウンセリングも含めサービスの質

が改善され避妊目的の外来者が増える。同時に、避妊のドロップアウトの率が下がる。避

妊のドロップアウトのケースの追跡調査を実施中であるが、データをプロジェクトの改善

を図るために資料を有効活用する。ＭＣＨセンター機能拡大のために山口専門家が1999年

着任したので、その成果が期待できる。

（2）対象集団がすべて啓蒙セミナーに参加するために女性 120回、男性 50回程度のセミナー

を開催することになっている。また、すでに村で有名になっているＣＤＰの能力がさらに

向上し、彼らを通して、より多くの地域住民に家庭訪問指導、個人ベースの啓蒙普及活動

がなされると思われる。

（3）最近作成した教材（リーフレット）を使用し、啓蒙活動の効果をあげることが期待され

る。

（4）夫婦がともに啓蒙教育を受けることにより、男女間の理想の子供数が著しく乖離してい

る状況（男性 7.7人、女性 4.4人）の改善が期待できる。

（5）高名な宗教家の指導により住民たちがＦＰ・ＭＣＨの推進に自信をもつことができ、反

対者が減る。
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３－１－６　考察

（1）本プロジェクトは先にも述べたように、上位目標の、人口増加の抑制、出生率の低下を

図るために、サブゴールとして、まずＷＩＤとＦＰを普及させるという方法を用いている。

このようなプロジェクトは、ＪＩＣＡの技術協力分野においても、また、対象国であるジョ

ルダン側においても新しく、難しいがやりがいのある試みである。対象地域には、ジョル

ダンでも特にＲＨ／ＦＰ推進が困難とされる地域が選ばれているため、実施上のさまざま

な試みと経験はジョルダン国内ばかりでなく、アラブ社会でＲＨ／ＦＰを推進する関係者

たちにとっても貴重な経験と思われる。特に事前の基礎調査は、人口、ＲＨ／ＦＰ、ＷＩＤ、

地域保健をカバーし、データがプロジェクトに有効活用されることとなった。これらの経

験を、プロジェクトが“一点突破全面展開”をめざすことにかんがみ、これを記録、分析し、

今後どのような展開を図るべきかについて検討することが望ましい。

（2）プロジェクトの事前の基礎調査がしっかりしているので実施終了後、フォローアップの

調査を行う価値のあるプロジェクトではないだろうか。

（3）プロジェクトのインパクトをみるうえで、コントロール地域を設けることが重要である。

（4）ＭＣＨ・ＦＰは医療レベルと密接に関連している。保健省と密接な連携のもとにリファ

ラル制度の設立の検討をする必要がある。

（5）ＦＰ・ＭＣＨは保健省と直接関係する分野であり、また、将来プロジェクトの経験を保

健省に広めるためにも、証人（Witness）としてではなくカウンターパートとして直接参加す

る必要がある。

（6）啓蒙活動セミナーの評価には、回数、参加者数のみでなく、内容、有効性、参加者の理

解度なども評価し、セミナーの質の向上を図ることが望ましい。

（7）地域住民の女性・男性の代表者をＣＤＰに起用し基礎訓練を行い、啓蒙普及員に起用し

たことはＦＰ／ＲＨを推進するうえで大きく貢献していると思われる。１年余りの活動を

行い、早くも村で有名になり、指導力を発揮しているＣＤＰに対しプロジェクト終了後の

対応策を何とか講じられないものか。残り８カ月間の彼らの士気にかかる問題でもある。

（8）女性・男性ＣＤＰの情報・経験の交流を行い、活動を充実させることが望ましい。

（9）貧しいといわれる地域ゆえに収入創出活動をＦＰ／ＲＨのプロジェクトに統合させたこ

とは好ましいが、ローンの返済能力などを勘案しつつも、なるべく広く薄く貧困層に潤お

うような活動が好ましい。

（10） ＲＨ／ＦＰ・ＷＩＤ・ジェンダー・収入創出のそれぞれの活動を効果的に統合させる工

夫が望まれる。
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別添１．

（1）合計特殊出生率（ＴＦＲ）は7.1と全国レベル 4.1に比べてきわめて高い。乳児死亡率も高い。

（2）1997年に女性の避妊実行率は、30.1％で全国の 53％に比べて低い。多産の女性が避妊を実行

する傾向。避妊具の使用期間が短く、約半数の女性が１年未満で使用を中止するため、避妊

効果がきわめて低い。避妊を中止した女性の 67％は避妊具使用による副作用が理由。

（3）避妊の知識の高い女性が避妊を実施する傾向にある。

（4）伝統的な社会文化的要因、初婚年齢、家族形態が出生数に強く影響。

（5）男女観の理想の子供数が著しく乖離（男性 7.7人、女性 4.4人）。

（6）家族計画に関する知識、実効状況などのデータを収集。

（7）地域の教育水準はジョルダンの平均よりも低く、識字率も低い。地元に定住する教員が少な

いため異動が多く、何カ月も自習になることもある。農業以外の職業機会も少ない。婚姻の

状況は一夫多妻制をとることも少なくなく、いとこ婚が多い。

（8）家族計画の手段、方法が伝統的なものによる割合が高い。近代的な手段、方法をいったん用

いたもののそれを中止する率も高い。

別添２．

丹野専門家（助産婦）がトルコ、エジプトにおける技術協力の経験をもとに、短期間専門家とし

て技術協力を行った後、現地のＲＨにかかわる問題と対策について貴重な報告を行った。

（1）家族計画・母子保健サービスの強化に向けて、助産婦を含めた医療従事者の意欲が乏しく、ま

た関心も薄い。

（2）避妊法の種類は、首都においては８種類の選択肢があるが、プロジェクトサイトにおいては

４種類（ピル、ホルモン注射、コンドーム、ＩＵＤ）のみである。ＩＵＤに関しては挿入でき

る医師が１人しかいないので、利用者にとって選択の幅が狭められている。

（3）家族計画・母子保健サービスの強化に関して、住民に対する情報手段であるポスター、パン

フレットなどの教材が不足している（ないに等しい）。

（4）セミナー、トレーニングで提供した教材が利用されていない。使用方法はわかるが説明する

内容について知識が乏しい。

これらの改善のためには技術や知識の移転とともに、ＦＰ・ＭＣＨの重要性を理解させること

による動機づけが重要であろう。

母親学級（産前ケア、産後ケア、母乳栄養、家族計画）、助産婦の役割に期待

ＩＵＤの挿入後の感染による除去のケースがきわめて多いとのことで、医師の挿入技術にも問

題があることがうかがわれた。
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３－２　産婦人科分野

３－２－１　プロジェクトの評価

概略は合同評価報告書に述べてあるので、ここでは追加すべき内容についてのみ述べる。

（1）ジョルダンにおける母子保健関連指標

1998年におけるジョルダンの出生率（人口1000対）は 32、乳児死亡率（出生1000対）は29、

母体死亡率（出生10万対）は 40と、先進国に比べると高いものの、典型的な途上国に比べ

かなりよい状態であるといえる。これは全体として 96％の妊婦が妊婦健診を受けているこ

と、および 93％が施設分娩であり、家庭分娩は７％にすぎないことによるものと思われる。

妊婦健診は86％の妊婦が４回以上受けており、また 92％は妊娠６カ月以内に妊婦健診を受

けている。

一方、地域による格差は以外と少なく、首都を含む中央部における妊婦健診受診率が 97

％であるに対し、プロジェクト地域を含む南部では 94％であり、また医師または助産婦・

看護婦による分娩介助を受けた者はそれぞれの地域で 97％および 93％であった。なお、妊

婦健診を受けなかった者は教育を受けていない者、田舎の居住者、６人以上の子供を有す

る者に多く、また家庭分娩をした者は教育を受けていない者、妊婦健診を受けていない者

に多かった。

なお、残念ながらプロジェクト地域である南ゴール郡における上記指標の具体的数値を

得ることはできなかった。

（2）ジョルダンにおける妊産婦管理システム

住民のプライマリーヘルスケアはそれぞれの居住地域のＰＨＣ（Primary Health Center）

およびＭＣＨＣ（Maternal and Child Health Center）が担当している。妊婦はまずそれ

ぞれの居住地域のＭＣＨを受診する。ＭＣＨＣには産婦人科専門医は常駐しておらず、ほ

とんどの健診は助産婦ないしはＰＨＣ所属のＧＰ（general practitioner）が行い、異常が

あるときのみ病院に紹介する。分娩はＭＣＨＣでは取り扱っておらず、病院で出産するこ

とになる。現在は山口専門家が Ghor Safi ＭＣＨＣで週に４回診察し、Mazra ＭＣＨＣ

で週１回診察をしているほか、カラクから週に１回産婦人科医が Ghor Safi ＭＣＨＣに

診察にきており、ＭＣＨＣの機能強化の体制ができつつある。

ジョルダンにおける医師の教育システムは、６年の医学部教育の後、１年のインターン

が義務づけられており、その間に内科、外科、産婦人科をそれぞれ３カ月ずつローテーショ

ンし、残りの３カ月で小児科、眼科、皮膚科などをそれぞれ１カ月ずつ研修した後、ＧＰ

の資格を得るための試験を受ける。ＧＰの資格を得た者は希望すれば専門医のコースに入
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ることができる。それぞれの分野における専門医の研修コースは４年間であり、終了する

と試験を受け、合格すると専門医となる（産婦人科専門医のカリキュラムについては決めら

れたものがあるということであったが、時間がなくてカリキュラムを入手することはでき

なかった）。

また、看護婦は高校卒業後３年間の専門教育を受けているのに対し、助産婦は２年の教

育しか受けておらず、以前、短期専門家として赴任していた丹野専門家によれば、“看護婦

のほうができる”ということであった。またＡＩＤナースはきわめて不十分な教育しか受け

ていない。

（3）Ghor Safi病院およびＭＣＨの視察から

Ghor Safi病院では月間約 70件の分娩が取り扱われており、カラク県における1996年の

出生数が 6335人であることからみると、その活動が評価できる。なお、帝王切開率は５～

10％とのことであった。病院およびＭＣＨＣは 1998 年に比べるときれいなった印象であ

り、ＭＣＨＣにも多数の妊婦が受診していた。しかし山口専門家によれば、現地の医師は

話を聞くだけで診察もしないで薬を出す、妊婦健診時に妊娠週数の確認もしないなど、診

療の質には問題が多く、山口専門家が改善のための努力をしている。

供与された医療機器については、新しく入れた手術台が傾斜の機能がないため使用され

ていない、超音波診断装置は解像度が不十分であるなど、若干の問題が認められた。

丹野専門家によって始められた母親学級は教材も整備され、現地スタッフによって継続

的に行われていた。

（4）家族計画

経口避妊薬、ＩＵＤ、デポプロベラ（ホルモン注射）が主たる避妊の手段であるが、いず

れの方法も長続きせず、“ある方法を試みたものの、副作用があるためすぐに次の方法に切

り替える”傾向が強いとのことであった。これに対しては、厳密には副作用のない方法はな

いということを十分理解させるように、医療従事者や患者を教育することが必要である。

（5）その他

Ghor Safi ＭＣＨＣおよび Mazra ＭＣＨＣに新しく超音波断層診断装置が供与された

が、経腹走査において最も有用性の高いコンベックスプローブがない、プローブに気泡が

入っているなど装置そのものに若干の問題があり、このような高額の供与機器の選定に関

しては、現地に日本人専門家がいないときには国内委員などの意見も聞くようなシステム

が望ましい。
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３－２－２　今後の課題

ジョルダン全体における母子保健関係諸指標は典型的な途上国のそれに比べるとかなりよい

状態であるといえる。しかし、プロジェクト地域のデータは正確には把握されていないのが現

状で、2000年度には Ghor Safi病院におけるデータだけでも、周産期死亡率まで含めてデータ

の把握に努める必要がある。もしかりにそれらの数値が都市部に比べて劣る場合には改善の目

標になるし、都市部に比べてそれほど遜色がなければ先進国並みに近づける努力目標になる。

母子保健・家族計画サービスの強化のためには、助産婦および産婦人科医師の短期または長

期専門家の派遣が必要である。産婦人科の長期専門家については 1999年６月より山口専門家が

派遣され、精力的な活動が行われているが、活動内容とプロジェクト全体の目標と整合性につ

いて、日本側スタッフ全体の意思統一をさらに図る必要があろう。

ジョルダンは助産婦の地位が低いという困難性があるが、住民のなかには男性医師より助産

婦のほうがはるかに診察を受けやすいという意見もあり、引き続き人材の確保に努力する必要

がある。また、今後も医師、助産婦のカウンターパート研修を受け入れ、医師については妊婦

管理、周産期管理、家族計画に加えて、患者に接する態度を含めた技術指導を行い、助産婦に

ついては産前・産後のケア、家族計画における彼女らの役割を理解させ、自覚を促すような研

修プログラムの設定が望まれる。なおカウンターパート研修には２～３カ月ほどを要すると思

われる。

３－３　ＷＩＤ分野

３－３－１　ＷＩＤ分野におけるプロジェクト終了時評価手法

本プロジェクトを評価する際には、家族計画とＷＩＤ分野が統合して活動することによって、

対象国および地域における出生率の低下と人口抑制の達成を最終目標としていることを忘れて

はならないだろう。そのためには、プロジェクトの個別の活動分野（人口、家族計画、ＷＩＤ）

が進展することだけではなく、それぞれの活動が相互に協力・補完し合い、また促進し合うこ

とが要請される。

本プロジェクトの実際の活動の柱は、啓蒙普及活動、医療サービスの強化、収入向上プログ

ラムにおかれている。ＷＩＤが直接的に活動してきたのは、主に啓蒙活動（ＦＰの普及活動とは

いえない）と収入向上プログラムである。

以上のことを念頭において評価を行っていくが、その前に、調査を実施して得られた情報を

以下に述べ、評価材料と指標を明確にしておきたい。これは、後に述べるよう今回の評価調査

の妥当性を検討する際にも必要となる。
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（1）ＷＩＤ分野の専門家１人およびカウンターパート１人への聞き取り、およびＷＩＤ分野

以外を担当とする専門家（人口、医療分野各１人と短期収入創出、ＩＥＣ各１人）とそのカ

ウンターパート（人口１人、医療はＭＯＨ１人と病院医師１人、収入創出１人）、プロジェ

クトの短期スタッフ（元ＭＯＨの看護婦／助産婦）さらにジョルダン側プロジェクトリー

ダーからも必要な情報を得た。

（2）啓蒙セミナーの活動を支える女性ＣＤＰ（Community Development Promoter）の女性たち

へのグループインタビュー（15 人中、Ghor Al Safi の近くに住む６人）、補足的に男性

ＣＤＰ（家族計画中心）へのインタビューも行った。

（3）ＷＩＤ啓蒙セミナーに参加している Ghor Al Safi の住民の家庭３軒の訪問、簡単なイ

ンタビューを行った。

（4）夫婦（実際には夫婦というより男女双方）を対象とした家族計画についての啓蒙セミナー

の観察（アラビア語、通訳なし、質問のみ簡単なアラビア語→英語の通訳）。

（5）Ghor Al Safi病院と同ＭＣＨセンターの視察。

（6）収入創出活動に参加している女性の家庭訪問４軒（養蜂２軒、ヤギの飼育２軒）。

（7）ＰＣＭワークショップ（専門家とカウンターパートによるプレゼンテーション）による活

動進捗状況の報告。

（8）Ghor Al Safi病院の見学（表敬訪問とは別に）、ＭＣＨセンターの視察

（9）そのほか、河村多恵子専門家（ＷＩＤ）からの報告書「総合報告書　ＪＩＣＡ家族計画・

ＷＩＤプロジェクト－ジョルダン国」（1999）およびＪＩＣＡジョルダン国ＦＰ／ＷＩＤプロ

ジェクトによる末吉秀二専門家（人口）からの報告書「評価指標報告書」（1999）、プロジェク

トからの「四半期活動・成果概要」、その他調査において入手した資料を参考とする。

ここでの評価手法としては、別項においてＰＣＭ指標に基づく報告が成されるため、主に聞

き取りと観察による質的調査を中心とする。そのため、評価の指標としては、ＰＣＭ手法とは

異なる（重なる部分もある）以下の６項目に重点を置く。

＜評価材料＞

（1）ＷＩＤの活動として適切な計画が立てられ、実行されているか。プロジェクト終了時ま

でに何が達成できるか。

（2）ＷＩＤの活動の成果として、ターゲットグループに、どのような変化が現れているか。

（3）ＷＩＤの活動がそのターゲットグループだけではなく、それ以外の人々にいかなる影響

を与えているか。

（4）ＷＩＤの活動がプロジェクトの他の活動と連係・相互補完して、プロジェクトの目的を

達成するための統合的な活動成果をあげているか。
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（5）プロジェクト終了時にジョルダン側独自にその後の活動が継続されるか。

（6）この活動がＪＩＣＡの他のプロジェクトにとって参考となるものを提示できるか。

以上の項目に沿って、実際の活動の成果についての評価を行っていく。

３－３－２　調査結果の概要

まず、これまでに実施されてきた活動の概要について終了時評価調査によって把握したこと

について述べる。

① 1997年７月～ 1998年３月　ベースラインサーベイ期間

ＷＩＤ／ＧＡＤ分野のジェンダー調査の実施・報告書作成

② 1998年３月～ 1998年７月　啓蒙セミナー開催準備期間

地域における活動推進のためのＣＤＰ 15 人のトレーニング・短期専門家２人（ＦＰと

ＷＩＤ）によるワークショップ開催。啓蒙セミナー開催準備。ＷＩＤ分野のカウンターパー

ト着任（カウンターパート決定の遅れが問題）。

③Ａ　1998年８月～ 1999年７月　啓蒙セミナー開催期間

（以下啓蒙セミナーに関するものをＡ、収入創出活動に関するものをＢと記す）。

女性を対象とした啓蒙セミナー開催。母子保健や栄養、家族計画に関する知識の増加、女

性の地位向上などを目的とした10テーマについて４地域（Al Safi、Mazra a、Hadieth、Fifa

と Mamoura）にて、合計 40回が開催された。

男性を対象とした啓蒙セミナーは家族計画とイスラム教義を中心に４テーマについて４

地域にて合計 16回開催された。

④Ａ　1999年７月～評価調査時（1999年 10月）啓蒙セミナー第２段階

ＷＩＤ専門家の交代。女性対象セミナーと男性対象セミナーを家族計画などに関する夫

婦（男女双方）を対象とするセミナーへと発展させる。評価時までに２回実施。テーマは「イ

スラム法における男女の役割」

③’Ｂ　1998年 10月～ 1999年３月　収入創出活動の準備期間

収入創出活動の準備（サーベイの開始時期の遅れ、サーベイの方法の妥当性、結果の質、

人材選定）

④’Ｂ　1999年５月～評価時（1999年 10月）

収入創出活動のための短期専門家 1999 年５月着任。収入創出活動の経験のあるカウン

ターパート（パートタイム）も決定し、活動に入る。

評価時までに、養蜂の研修を終えて、養蜂プログラム参加各戸にて養蜂が開始されてい

た。またヤギ飼育の研修を終え、ヤギがプログラム参加各戸に配られはじめた。
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３－３－３　評価

以上の活動状況をもとにして、すでに示した（1）～（6）の指標を用いて評価を行っていく。

（1）ＷＩＤの活動として適切な計画が立てられ、実行されているか。プロジェクト終了時ま

でに何が達成できるか。

① 1997年７月～ 1998年３月　ベースラインサーベイ期間について

ベースラインサーベイにおいて人口分野およびＷＩＤ分野において綿密な情報が収集

されたのは適切であった。特にＷＩＤ分野では統計のみでは実態が把握できないので、

地域リーダー、夫婦、シングルの女性に聞き取りが実施されたことは、その後の活動計

画や活動に有用であったと思われる。

ただし、サーベイ期間に９カ月間を費やすというのはプロジェクト期間が３年間であ

ることを考えると調査期間が長すぎると思われる。サーベイが十分に必要であることは

当然であるが、逆にプロジェクト立ち上げ時にサーベイのための専門家やコンサルタン

ト短期専門家としてでも投入すべきではなかったのか。これはもちろん、プロジェクト

の日本人専門家やＪＩＣＡ側の対応の問題点に加えて、ジョルダン側のカウンターパー

トの協力の問題点としても指摘されるべきである。これはそれ以前のプロジェクト地域

の選定の適切さなどにもかかわる。何が問題であったかは、今後のためにも十分に検討

されなければならないと考える。

② 1998年３月～ 1998年７月　啓蒙セミナー開催準備期間について

アラブ地域の文化的特性や、カウンターパートの選定の遅れや交代などの困難のなか

で、専門家が準備を着々と進めたことは積極的に評価したい。準備期間に医療、ＦＰお

よびＷＩＤの短期専門家が派遣されているのも適切であったと考える。しかし、ＣＤＰ

のトレーニングとＦＰ活動の核となるべきＭＣＨセンターやＰＣＨセンターのスタッフ

のトレーニングがもっと重視されるべきであった。また、このトレーニングの段階から

このプロジェクトの統合的な性格が理解されるように努力すべきであったと思われる。

つまり、ＷＩＤの活動とＲＨ／ＦＰ活動の連係のためには、その活動を推進するＣＤＰ

スタッフおよびＭＣＨセンターの看護婦／助産婦スタッフの相互理解とそれに基づく

動機づけが必要である。

③Ａ　1998年８月～ 1999年７月　啓蒙セミナー開催期間
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④Ａ　1999年７月～評価調査時（1999年 10月）啓蒙セミナー第２段階

プロジェクト地の施設／設備や移動などが困難な状況において、講師を探し、会場を

設営し１年間に女性向け 10テーマ、合計 40回、男性向け４テーマ、合計 16回の啓蒙活

動が実施されたことは、それだけでも積極的に評価できる。また、参加者からもセミナー

活動が肯定的に受け止められ、特に女性の参加者が 10回で 586人が参加し、延べにする

と2083人が参加したことになること、男性が家族計画に関するセミナーに参加すること

は、大きな成果としてとらえられる。

しかし、セミナーの今後の実施については考慮されるべき点がいくつかあると思われ

る。

第一にテーマについてである。これは＜評価指標＞（4）ともかかわる。これはタイト

ルでしか判断できないが、女性向けテーマと男性向けテーマが連携していないことに疑

問がある。もちろん、日本の状況をみても男性向けのＲＨ／ＦＰセミナーの開催は難し

い状況にあり、その苦労は理解できるが、女性向けと男性向けが分かれるにしても、そ

れが連携し、家族間で話題にできるような計画の策定が望まれる。女性向けセミナーは

ＷＩＤ担当者が実施しているため女性の社会的地位、教育、保健といった幅広いテーマ

について実施されているが、男性では人口担当者が実施しているためにＦＰと宗教（ＦＰ

への宗教的反対論を予想してのもの）が中心になっている。

ＷＩＤ／ＧＡＤの概念というのは女性だけが理解しても、浸透するものではない。男

性向けのセミナーや夫婦・男女を対象としたセミナーのテーマとしても女性の地位や女

子の教育の重要性等を是非、組み込む必要がある。また、リプロダクティブヘルス／ラ

イツの理念が男性に理解されるように努力してほしい。

その際に、従来の性別役割に基づいて役に立つ知識から性別役割を超えて当該社会に

必要な知識へとシフトすることが望まれる。母子保健からリプロダクティブヘルスへの

概念の転換、子供の健康を守るのは母親だけの役割ではなく父親の役割でもあること、

収入を得るのは男性だけの役割ではなく女性にも担えること、ただしそのために男性の

協力が不可欠であることなど、プロジェクトの目標を達成するためには、このような概

念の再確認が重要である。従来の性別役割概念の枠、特にアラブ・イスラム文化圏での

枠組みのうえにＷＩＤ／ＧＡＤの活動を打ち立てても砂上の楼閣にすぎないことはいう

までもない。このことはＷＩＤ専門家以外の専門家やカウンターパートにも理解を得て、

テーマを選定時から相談・議論がなされることが望まれる。

第二は、＜評価指標＞（5）、（6）とも関連する。セミナーの内容に関する自己評価（関

係する専門家とカウンターパート、ＣＤＰだけではなく、プロジェクト全体）とそれを

フィードバックしたうえで、新たな計画に反映させようとする姿勢が、外部の者にはみ
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えてこなかったということである。

セミナーの依頼時には講師とその内容について十分に打合せをするということであっ

た。これは大切なことであり、今後も同様になされることが期待される。しかし、実際

のアラビア語での講演内容の記録、および質疑応答の記録が日本人の専門家に十分に理

解できるような状況にない（英語では簡単なサマリーしか残されない）ことは残念であ

る。この記録は、カウンターパートにとっても、日本人専門家や新たな専門家が着任し

たとき、さらにはアラブの他地域において同様のプロジェクトが実施されるときに、貴

重な資料となるものである。また、内容の点検が必要なのは、すでに上で述べたように、

プロジェクトの目標と内容が大枠では一致していても、末端でずれていないかの確認に

必要である。

このプロジェクトは、アラブにおいてＷＩＤの視点に基づいてＲＨ／ＦＰを行なって

いるプロジェクトとして注目されているのであり、もっと評価される可能性のあるプロ

ジェクトである。その際に、参考となる記録を残すことが重要であるということをジョ

ルダン側にも理解してもらう必要がある。

また、新しく着任したＷＩＤの専門家はカラクに居住している。アンマンから週に何

日間か通うよりも現地の状況が詳しく把握できるはずである。住居の問題やアラブの地

方都市に女性が１人で住むことの困難、通勤の車両の配置など、課題は多いだろうが、幸

い、医療の長期専門家もカラクに居住するということであり、プロジェクト全体からの

協力、および日本のＪＩＣＡ本部のバックアップなどを要請しながら、現地の女性たち

の要請をくみ上げて計画を立案・実行させていくことに力が注がれることを期待したい。

③’Ｂ　1998年 10月～ 1999年３月　収入創出活動の準備期間

④’Ｂ　1999年５月～評価時（1999年 10月）

収入創出活動は、1998年の巡回指導調査時からみれば目を見張るような進展の度合い

であり、現在のＪＯＨＵＤのカウンターパートや現地の技術指導員は非常に優秀かつ熱

心な人材で、終盤になっての追い込みを支えていることは喜ばしい。

女性の地位向上およびリプロダクティブヘルス概念の啓蒙が家族計画の動機づけとな

り、また女性の地位向上には貧困地域での女性の収入創出が不可欠である、という論理

からすれば、収入創出活動はもっと早くから開始されるべきであった。

これは、プロジェクト地域の選定がＪＯＨＵＤ側に委ねられたこと、ＪＯＨＵＤの最

初の目的が収入向上プロジェクトをこの地域において実行したいという意図が先行して

いたことが、ＲＨ／ＦＰとの連携が不十分であることの大きな要因だと思われる。にも
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かかわらず、特に収入創出活動に関してはＪＯＨＵＤ側に委ねた調査の不十分さが、後

の活動の遅れにつながってきた。サーベイの開始時期の遅れ、サーベイの方法の妥当性、

結果の質などは、養蜂、ヤギ飼育、縫製、パン製造（工場用の自動パン焼き器）、プラス

ティックのリサイクル、種苗生産を同時並行的に実施するという点からみても、また、そ

れが厳密に練られたものではなさそうであることなど、反省すべき点は今後の活動のた

めに記録に残すべきである。

ただし、ＪＯＨＵＤのＣＤＣがＪＩＣＡからの援助金で購入した器材を、少額ではあ

るが（もちろん現地の女性のとっては決して少額ではない）ローンを組んで貸し出すこ

と、ローンを組む女性には夫や父親などの保証人が必要であること、ローン返済の利子

の利率が低くないこと（８％、ちなみに政府のAgricultural Bankでも 7.5％であるので、

高いわけではないという説明があった。また、利子は回転資金に回されるということで

ある）など、収入創出プログラムにおいて検討なされなければならない課題も多い。

このような状況から収入創出活動の短期専門家がその能力を限定的にしか発揮できな

かったことは残念であるが、このプログラムの問題点についての意見が的を射ている部

分もあるのではないかいと感じる。つまり、ＪＯＨＵＤのサーベイや見通しの甘さ、ロー

ンについての危惧などの点である。

1999年になってＪＯＨＵＤの姿勢が改善され、さらに評価ミッション訪問時に懸案で

あったプロジェクト関連財政の透明化への約束が交わされたことは喜ばしく、リーダー

のこれまでの粘り強い努力に敬意を表したい。ただし、現在うまくいっているからすべ

てが解消されたとするのではなく、これまでの問題点は今後のカウンターパートの選定

に生かされるべきである。

（2）ＷＩＤの活動の成果として、ターゲットグループに、どのような変化が現れているか。

啓蒙セミナーに関しては、末吉専門家による調査報告書「評価指標報告書」が非常に参考

になる。

この報告によれば、セミナーの参加人数は、女性では 586人（各村 10回開催のうち、複

数回参加した人は 69％を占める）、男性は、587人（各村４回または２回開催のうち、複数

回参加した人は 14％）である。普及率（coverage rate）は村による違いがあり、女性では

13.6～ 58.9％、男性では 16.7～ 71.4％である。

また、セミナーに関する情報提供や内容についての評価も肯定的であるということであ

り、実際に私達評価調査団員が家庭訪問をした際にも、そのような返答を得た。

意識や行動の変化を把握、評価しようとする場合には、それを継続的に調査していかな

ければその有用性は半減する。今後も意識変化を調査すること、その手法の技術移転が可
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能かどうかの検討が必要であろう。

これ以外に今回の質的調査のインタビューや観察結果から、補足できることを述べる。

まず、女性のＣＤＰメンバーが家庭訪問をして得た情報として、啓蒙セミナーに女性が

参加することについて、当初は夫から反対されることがあったが、最近では夫も理解を示

すようになったということである。また、セミナーを楽しみにしているという声を聞く。た

だし、地域による参加者数の偏りは、ＣＤＰの情報提供活動に偏りがあることも示してい

るので、どの地域においてもＣＤＰの質の向上が望まれる。そのためには、ＣＤＰに対す

るトレーニングも必要とされているのではないか。

セミナーに参加した女性たちは、セミナーの内容について夫や子供、近所の人たちとの

話題にするということであった。次の（3）とも関係するが、セミナーについての評価はそ

の参加者の数値だけで評価される以上の成果は得ているとみてよいだろう。だからこそ、

セミナーの内容についての質の向上が望まれる。

（3）ＷＩＤの活動がそのターゲットグループだけではなく、それ以外の人々にいかなる影響

を与えているか。

まず、女性ＣＤＰがエンパワーメントされてきたことを積極的に評価したい。たぶん、全

員というわけではなく、やる気のある人たちに限定されるのであろうが、インタビューを

した際や、男女のセミナーで質問をする姿などにそれが感じられた。また、ＣＤＰが収入

創出活動に参加している人が何人かいることも重要である。後述の（5）の視点からみても

評価できる。

男女のセミナー開催について住民に意見を聞いた際に、男性からは「男女が同席するなん

て」と否定的な意見が出されたが、女性からは「私たちも今ここで同席しているじゃない。

やりましょう」という意見が出たということであった。

（4）ＷＩＤの活動がプロジェクトの他の活動と連係・相互補完して、統合的な活動成果をあ

げているか。

これについては、①人口分野の専門家およびカウンターパートが人口統計資料の作成の

みならず、家族計画プログラムへの参入や継続、離脱に関する調査、および家族計画に関

する啓蒙セミナーを計画・実行していること、②ＷＩＤ分野において女性への啓蒙セミ

ナーのテーマに、女性の地位向上のみならず家族計画や母子保健が含まれていること、そ

して③医療専門家が家族計画だけではなく、母子保健全般における医療の質の向上という

より広い射程からＭＣＨセンターにおいて技術指導を実施していること、などが積極的に

評価できる。
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しかしながら、まず、＜評価指標＞（1）において述べたように啓蒙セミナーにおいて女

性向けテーマと男性向けテーマが連携していないことが残念である。男女双方を対象とす

るセミナーではぜひ、専門家とカウンターパートどうし、女性ＣＤＰと男性ＣＤＰの意見

交換（その際に女性の意見を尊重するような配慮が必要かもしれない）がなされるよう期待

したい。

ＷＩＤの活動とされる啓蒙セミナーと収入創出活動の連携も実行されていなかった。こ

れに関しては、啓蒙セミナーに収入創出活動についての理解や参加を助けるテーマが用意

されるということであったので、早晩実行されることに期待したい。収入創出活動に参加

した個人が潤うだけではなく、その地域全体の保健や医療、女性の活動、教育、社会福祉

などへの意識に結びつけるためにも、啓蒙セミナーにおいて収入創出活動を取り上げるこ

とは必要である。また、このセミナー男女双方になされるべきであり、それによって、収

入創出活動に参加する人々が成功した場合の嫉妬（すでに存在するという話を聞いた）から

問題が顕在化することを和らげることができるかもしれない。

ＲＨ／ＦＰ活動における現地の医療コンサルタントである看護婦－助産婦、および医療

専門家とそのカウンターパートである医師の活動とＷＩＤとの連携も課題である。現地の

医療コンサルタントや医師であるカウンターパートの将来の貢献についての見通しは悲観

的である。実際に、両者共にアンマンから通っていること、医師は日本でのカウンターパー

ト研修を受けた２人がすでに現地の病院・クリニックから離れていることなどである。

地元で継続して働く可能性の高いＭＣＨセンターの看護婦への技術トレーニングとその

トレーニングの中にＲＨ／ＦＰ活動とＷＩＤの研修を含めることができないだろうか。

ＲＨ／ＦＰ活動に女性のＣＤＰが携われないかという提案も出したが、これについては

ＣＤＰがＦＰのドロップアウト率が高い理由には、メディカルサービスの質が低いことが

要因となっているということであり、セミナーなどで啓蒙しても、医療側の質の向上がな

されなければ目標は実現されない。医療の長期専門家がやっと着任されたことでもあり、

今後の改善が期待される。

プロジェクトが、首都アンマンとプロジェクト現地に分かれていることによる不便さや

意思疎通の難しさ、さらには現地の状況に敏感になる側とアンマンの状況に敏感になる側

との不協和音もみられた。上述のような相互協力がこのプロジェクトの目標達成には不可

欠であるので、ぜひ、努力してほしい。

（5）プロジェクト終了時にジョルダン側独自にその後の活動が継続されるか否か。

女性のＣＤＰがエンパワーされてきたこと、男性のＣＤＰが大勢いて活動に積極的な人

が存在することからみて、このプロジェクト終了後にＣＤＰが活動できるような方策が考
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えられるとよいのではないか。ただし、男女ともに交通費がインセンティブになっている

こと（女性のほうが額が高い）から、そのインセンティブがなくなったときに彼らが活動を

継続するような動機づけ、やりがいのようなもの、もしくはＭＯＨなどからの少額であっ

てもインセンティブがでる可能性について、カウンターパート側と相談できないだろうか。

セミナーの講師についてはプロジェクトから謝礼が出ており、この予算がなくなれば、

セミナーの継続は難しいだろう。これについても同様、ＭＯＨなどからのセミナー謝礼が

出る可能性について、カウンターパート側と相談できないだろうか。ただし、評価調査時

にＭＯＨのカウンターパートより、ＭＯＨが証人（Witness）の立場であることへの不満が出

され、このあたりが解決されないと、無理そうである。

医療コンサルタントもプロジェクトが終了すれば現地には足を運ばない可能性も高く、

現地の病院の医師の転勤を考えると、残された時間で、自立発展性（sustainability）を真

剣に考えていただきたい。

ＣＤＰがセミナー開催の情報提供と会場の準備に限定されているようであるため、さら

に家庭訪問によってセミナーの内容への反響を聞き出し、新たなセミナーの企画準備など

ができるまで能力が伸ばされると、将来の活動に希望が残る。

（6）この活動がＪＩＣＡの他のプロジェクト、または他の援助機関のアラブでのプロジェク

トにとって参考となるものを提示できるか。

前記（1）で指摘したように、実際のアラビア語での講演内容の記録、および質疑応答の

記録が日本人の専門家に十分に理解できるような状況にない（英語では簡単な要約しか残さ

れない）ことは残念である。この記録は、カウンターパートにとっても、日本人専門家や新

たな専門家が着任したとき、さらにはアラブの他地域において同様のプロジェクトが実施

されるときに、貴重な資料となるものである。また、内容の点検が必要なのは、プロジェ

クトの目標と内容が大枠では一致していても、末端でずれていないかの確認に必要である。

このプロジェクトは、カイロ会議の行動綱領を契機として、アラブが変化しつつあるこ

とを端的に示すものである。また、そのアラブにおいてＷＩＤの視点に基づいてＲＨ／Ｆ

Ｐを行っているプロジェクトとして注目されているのであり、もっと評価される可能性の

あるプロジェクトである。また、ＪＩＣＡ医療協力第二課にとってもＷＩＤを基盤とした

収入創出と保健・医療活動を繋げる新たな試みであることから、参考となる記録を残すこ

とも重要であるということをジョルダン側にも理解してもらう必要がある。

３－３－４　終わりに

以上、かなり厳しい評価になったと思われるかもしれないが、ＪＩＣＡがこのプロジェクト
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を実施する意義は大きいと考えられるし、ぜひ、大きな成果を出せるように期待するものであ

る。残された時間があることと、期待の大きさゆえに厳しくなったということをつけ加えてお

きたい。
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第４章　プロジェクトの投入実績

プロジェクト開始後から1999年９月 30日までの日本側、ジョルダン側それぞれの投入実績は、

以下に示したとおりである（詳細は資料１「合同評価報告書」ANNEX-IVとして添付）。

４－１　日本側投入

（1）専門家派遣

長期専門家延べ６人、短期専門家延べ10人、計 16人の専門家が派遣された。専門家の分野

別派遣実績概要は表４－１のとおりである。

表４－１　専門家派遣実績

年度 1997 1998 1999 総合計

長期 短期 合計 長期 短期 合計 長期 短期 合計 長期 短期 合計

チーフアドバイザー 1 1 ＊ ＊ 1 1

業務調整 1 1 ＊ ＊ 1 1

人口 1 1 2 ＊ ＊ 1 1 2

産婦人科 2 2 1 1 1 2 3

助産婦 1 1 1 1

リプロダクティブヘルス 1 1 1 1

ＷＩＤ 1 1 ＊ 1 1 1 1 2 1 3

収入創出 1 1 1 1

ＩＥＣ 1 1 1 1 2 2

ＰＣＭ 1 1 1 1

合計 4 2 6 0 6 6 2 2 4 6 10 16

（出所）プロジェクト資料より作成。

（2）機材供与

３年間（1999年度見積額を含む）で総額１億307万円の機材が供与された。主な供与機材は、

医療機器、自動車、コンピューター、視聴覚機器である。

（3）研修員受入

延べ９人を受け入れた（評価調査団派遣当時、２人が日本で研修中であった）。分野別の研
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修員受入実績は、表４－２のとおりである。

表４－２　研修員の受入れ

リプロダクティブ
母子保健 家族計画 産婦人科 人口 合計

・ヘルス

1997年度 2 1 3

1998年度 1 1 1 3

1999年度 2 1 3

合計 2 4 1 1 1 9

（出所）プロジェクト資料より作成。

（4）ローカルコスト負担

ジョルダン側の運営コストの負担額が記載されないため、本金額も記載しないこととなっ

た。英文ミニッツでは、「日本側は、運営目的のために必要な割当金額を供与した」（T h e

Japanese side provided the necessary allocations for operational purposes.）と記載

されている。

４－２　ジョルダン側投入

（1）人員の配置

カウンターパートとして、６人が配置された。ＪＯＨＵＤ、ＮＰＣ、ＭＯＨのそれぞれよ

り２人ずつ任命された。

（2）運営コストの負担

カウンターパート機関が実質的には２機関であるため、ジョルダン側ではコスト負担額の

合計が把握できない状態であるため、金額が提示できない旨、今回評価調査団に申し出が

あった。

（3）施設の供与

ジョルダン側により、プロジェクト実施に必要な施設、およびオフィスが提供された。
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第５章　５項目による評価

本項では、実施の効率性、目標達成度、インパクト、妥当性、自立発展性という観点（評価５項

目）からプロジェクトの実績を分析し、課題を検討する。

５－１　効率性

（1）活動内容および達成状況

プロジェクトの活動は、Ｒ／Ｄに添付されていたＴＳＩ、およびプロジェクト開始後に作

成されたＰＤＭに従っておおむね計画どおり実施された。以下に「成果」ごとに主な活動内容

と、その達成状況をプロジェクトの主な活動内容を概観する。

成果１「プロジェクト地区の人口、健康、社会経済状況の情報が収集され、プロジェクトの活

動に活用される」

1）「成果１」の主な活動内容

a） ベースラインサーベイが実施される。

ベースラインサーベイは 1998年３月までに終了した。

b） データベースが作成される。

推進員の行う戸別訪問、およびセミナー参加者情報のデータベース化が行われた。

c） 収集された情報がプロジェクトの活動のために活用される。

収集された情報が分析され、男性に対する啓蒙活動の重要性が認識された。その結果、

人口問題担当の日本人長期専門家とカウンターパートにより、プロジェクトでは当初は

予定されていなかった男性を対象としたセミナーが開始された（表５－１、詳細は 56

ページの表Ａを参照）。
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１ イスラムにおける男性の役割と家

族計画

２ 家族計画の概念と避妊方法

３ 公衆衛生

４ イスラムの伝説と家族計画

表５－１　男性向けセミナー概要

テーマ 講　　師 実施時期

元労働大臣、現在ジョルダン農民組合

副組合長

カラク母子保健センター所長（保健省）

カラク県保健局長（保健省）

カラク県健康教育部部長（保健省）

宗教教育部部長（宗教省）

1998年８月９、16日

1998年８月23、30日

1999年３月20、21、23、24日

４月３、４、６、11日

1999年５月22、26、29日、６月２日

（出所）プロジェクト資料

さらに、1999年９月には、男女間の意識の乖離（理想の子供数の相違など）に直接介入す

るために、ＷＩＤ専門家、およびそのカウンターパートともに、夫婦を対象とするセミナー

を実施している。

すべてのセミナーの実施ごとに参加者のデータ、およびセミナーの特徴が入力され、そ

の後のセミナーの内容などの検討に利用されている。

プロジェクト対象地域でのドロップアウト（避妊を開始しても継続せずにやめてしまう

人々）について、グループの特性、ドロップアウトの理由など、これらの情報を収集し、分

析を開始している。

2）「成果１」の主な達成状況

収集された情報が分析され、男性に対する啓蒙活動の重要性が認識されたことから、当

初は実施が予定されていなかった男性を対象とするセミナーが実施された。これは、情報

が活用されたことを示す最も顕著な例である。さらに、1999年９月には、男女間の意識の

乖離（理想の子供数の相違など）に直接介入するために夫婦を対象とするセミナーを実施し

ている。男女が同席することがきわめてまれなイスラム社会において、このようなセミ

ナーを実施したことは、特筆に値する。

セミナーの実施ごとに参加者のデータ、およびセミナーの特徴が入力され、その後のセ

ミナーの内容などの検討に利用されている。

避妊を開始しても継続せずにやめてしまう人 （々いわゆるドロップアウト）が対象グルー

プから出る理由や、どのような人々であるのかを明らかにして、普及する家族計画の方法、

および普及方法の検討に役立てることが非常に重要である。人口問題担当の日本人長期専

門家とカウンターパートは、プロジェクト対象地域でのドロップアウトについてこれらの
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情報を収集し、分析を開始している。

以上の結果から、「成果１」の達成状況は非常に高いと判断できる。達成を促進した要因

としては、専門家の専門分野での知識と、難しそうなことでもやってみようとするチャレ

ンジ精神、また、その実現のために重要な支援ができたカウンターパート機関（ＮＰＣ）の

能力が指摘できる。専門家の自主的提案を活動として実現させることができたリーダーの

各種能力も大きな要因である。

成果２「プロジェクト地区の人々の健康と社会経済問題について住民の意識が向上される」

1）「成果２」の主な活動内容

a） 意識向上のため活動の計画がつくられる。

プロジェクト開始後の第１回のチームミーティングで初年度活動計画が策定された。

1997年第３四半期には、ＷＩＤ／ＧＡＤ分野のベースラインサーベイが実施された。

b） セミナーのターゲットグループが確定される。

セミナーの参加者は、プロジェクトの地区の 35歳以下の既婚女性を特に対象とした。

c） コミュニティ開発推進員（Community Development Promoter：ＣＤＰ）が選ばれて、訓

練される。

ＣＤＰは、20歳代の女性が選ばれ、将来コミュニティリーダーとして活動できるよう、

また、啓蒙普及セミナー実施上に必要な役割を果たすよう、1998年５月～ 1999年６月の

間、訓練を受けた。1998年５月には、ＣＤＰを対象としたＷＩＤとジェンダーの基本的

な概念、地域の女性の問題などについてワークショップが、日本人短期専門家を講師と

して開催された。さらに、セミナー出席者リスト作成や家庭訪問（戸別訪問を行い、セミ

ナーへの参加の呼びかけなどを行う）の仕方について指導が行われた。さらに視察研修と

して、1999年度の第２四半期に、ＣＤＰの活動が活発であることで知られているジョル

ダン第２の都市であるイルビットを訪問し、現地のＣＤＰの活動を視察し、交歓会を

もった。

d） 意識向上セミナーが準備される。

年間計画に沿って、テーマごとにセミナーの講師を決定し、プログラム作成が行われ
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た。その後、ＣＤＰに対して家庭訪問の予定表が決定される。ＣＤＰは、家庭訪問を行

い、ターゲットグループとなる女性にテーマの説明と講師の紹介をし、セミナーへの参

加を促した。また、ＷＩＤのパンフレットを作成し、ＣＤＰによる家庭訪問と啓蒙セミ

ナーの際に配付した。

啓蒙用視聴覚機材として、デジタルビデオカメラ、ビデオカセットプレーヤーなどが、

また、ＣＤＰの家庭訪問に使用するため啓蒙普及用のバスなどが供与された。（詳細は、

資料（1）の合同評価報告書 ANNEX IV－４のとおり）

（e）意識向上セミナーが実施される

1998年７月より1999年７月までの間に、意識向上セミナーが８つのテーマ（栄養Ｉ、II

は、それぞれ２回実施された）について、合計 40 回実施された。Al Safi と Mazra'a、

Hadieth、Fifa、および Mamoura（この２つの村は合同）のどの地域においても、すべての

テーマのセミナーが実施されたことになる（表５－２。詳細は57～58ページの表Ｂを参照）。

セミナーを実施する施設は、Al Safiと Mazra'a、Hadiethでは、ＪＯＨＵＤの３つの

ＣＤＣ、Fifa、および Mamouraを対象としたセミナーは、プライマリーヘルスセンターで

あった。しかし、1999年第２四半期には、小学校でも開催した。

評価対象時期以降であるが、1999年９月には、男女間の意識の乖離（理想の子供数の

相違等）に直接介入するために夫婦を対象とするセミナーを実施している。

表５－２　女性を対象としたセミナーの実施概要

テーマ 講　　師 実施期間

１　産前産後のケア ジョルダン家族計画協会カラク診療所医師 1998年７月

２　教育の重要性 アル・サフィ学校教師 1998年９月

３　母乳哺育 アル・サフィ病院看護婦 1998年10月

４　栄養　Ⅰ カラク病院栄養士 1998年11月

５　栄養　Ⅱ カラク病院栄養士 1998年12月

６　リプロダクティブヘルス 医療コンサルタント 1998年３月

７　女性と法的問題 元ジョルダン女性委員会議長 1999年４月

８　栄養　Ⅰ カラク病院栄養士 1999年５月

９　栄養　Ⅱ カラク病院栄養士 1999年５月

10　ジェンダー プロジェクトカウンターパート 1999年６月

（出所）プロジェクト資料より作成。
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f） セミナーのフォローアップが実施される。

ＣＤＰが、各セミナー実施ごとにセミナー出席者のリストを作成し、その次のプログ

ラムの計画に反映させた。人口の専門家とそのカウンターパートと連携して、セミナー

の実施ごとに参加者のデータ、およびセミナーの特徴が入力され、その後のセミナーの

内容などの検討に利用されている。

1999年度の第２四半期に、プロジェクト対象地域に居住する 49歳以下の既婚女性（430

人）に対して、過去に実施された啓蒙セミナーに関する評価調査を実施した。さらに過去

の出席者のリストを作成し出席者数、出席者の傾向を把握した。

2）「成果２」の達成状況

本成果に関しては、達成度を測るために３つの指標が設定されているが、「成果２」の内

容から考えて、そのなかで達成度を測るうえにおいて最も妥当性と重要性が高いものは、

「人々の健康と社会経済問題に対する態度に肯定的な変化が認められる」である。

1999年９月に実施されたプロジェクト地区の 49歳以下の女性に対する無作為抽出ヒアリ

ング調査（Ｎ＝430）では、年齢階級で34歳以下の階級では、70～ 77％がセミナーの開催を

知っていた。このグループでは、参加率が30～ 38％であった。また、同じグループの83％

が将来セミナーに参加するつもりであるという肯定的な態度を示した。内容面については、

セミナー参加者の約 98％がセミナーの講義内容を肯定的に評価していた。これは、セミ

ナーに複数回参加した女性がいたことからも判断できる。

波及効果の面でも、セミナー参加者の約 94％がセミナーについて誰かに話をしており、

そのうち、45％が隣人あるいは友人に対して、30％が配偶者に話をしていた。以上の結果

から、セミナーは、地域の女性の間で認知度が高く、セミナーへの参加を希望する女性も

多く、地域の女性から好意的にみられていることがわかる。また、セミナーの内容は、ほ

とんどの参加者から肯定的に評価され、波及効果もあげている。これらの点から、セミナー

の意図する意識の向上も一定程度、達成されているとみられる。

本活動では、地域の若い女性が、ＣＤＰとして訓練され、セミナー実施にかかわる活動

を担当しているが、訓練と実際の活動を通じて、健康と社会経済の問題に対して強い関心

を抱くようになる、あるいは本プロジェクトで行われている収入創出活動の訓練への参加

を希望するなど、これらの女性の意識が確実に高められている。将来的に、彼女たちが地

域のリーダーとして活躍することも期待できる。

男性向けのセミナーでは、家族計画がイスラムの教義に反するものではないことを参加

者に教え、母子保健や公衆衛生の重要性とともに家族計画の方法も教えた。男性向けセミ
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は、以下の判断ができる。プロジェクト開始以前には、プロジェクト地区ではＪＯＨＵＤ

主催による各種の啓蒙活動しか実施されていなかった（実施場所はＣＤＣ）が、本プロジェ

クトによるＷＩＤを中心とするセミナーが実施されたため、全体としてプロジェクト地区

での啓蒙活動が増加した。また、指標のなかで指摘されているセミナー自体の数も、プロ

ジェクトがセミナーを実施したため増加した。

以上の結果から、「成果２」の達成状況は十分に高いといえる。達成を促進した要因とし

ては、ＣＤＰによる家庭訪問を実施し、セミナーへの参加を促進させたこと（ＣＤＰによる

家庭訪問の充実度とセミナー参加数には相関関係があると考えられている）。また、すでに

指摘したが、セミナーの講師に宗教指導者を活用したことである。さらに、ポスターやビ

デオなどＩＥＣ教材の利用もセミナーの効果を高めた。パンフレットやポスターにプロ

ジェクト地区の看護婦の描いたイラストや子供の絵を使ったことは、プロジェクト自体と

「プロジェクト目標」に対する地域住民の関心を高め、意識向上にもつながった。

成果３「プロジェクト地区の家族計画とリプロダクティブヘルスにかかるサービスが強化され

る」

1）「成果３」の主な活動内容

a） カラクのＭＣＨトレーニングセンターの機材が改善される。

人体模型、ＯＨＰなどのトレーニング用の資機材が供与された。供与された機材の内

容については、資料１の合同評価報告書の ANNEX IV －４の機材のうち、配置がカラク

ＭＣＨ（母子保健）トレーニングセンターとなっている機材。

b） トレーニングの計画（全般）がつくられる。

c） プライマリーヘルスレベルの医療従事者に対するトレーニングプログラムがつくられ

る。

d） 母子保健分野のスタッフに対する家族計画とリプロダクティブヘルスのトレーニング

プログラムがつくられる。

トレーニングでは、ＵＮＦＰＡとＵＳＡＩＤによる保健省マニュアルを使用すること

とした。



- 43 -

e） 医療従事者と保健医療行政官に対するトレーニングがジョルダンと日本で実施される。

ジョルダンで実施されたトレーニングの概要は表５－３を参照（詳細については、59

ページの表Ｃを参照。日本での研修を受けた者の人数は、35ページの表４－２「研修員

の受入れ」を参照）。

トレーニングを受けた医療従事者は、医師、看護婦、助産婦、看護助手であった。

表５－３　医療従事者向けに実施されたトレーニング

テーマ 講師 実施時期／期間

１ 家族計画と ジョルダン家族計画協会医師 1998年４月15、16日

リプロダクティブヘルス ＪＩＣＡ短期専門家

２ 避妊方法の紹介 ＪＩＣＡ短期専門家 1.5時間

３ 超音波検査器使用訓練 ＪＩＣＡ短期専門家 ６日間

４ AId Nurseに対する訓練 カラク母子保健センター所長 1998年10月17－19日

カラク保健局長

ＪＩＣＡ短期専門家

（出所）プロジェクト資料より作成。

f） 巡回用の自動車が母子保健センターに供与される。

巡回用の自動車が供与された。

g） 保健医療施設の資機材が改善される。

プロジェクト地区内の、Gohr Al Safi 病院、母子保健センター、Primary Health

Center（後者２つは複数の施設がある）に対して、超音波画像診断器や分娩台、体重計な

どの医療機材が供与された（詳細については、資料１の合同評価報告書 ANNEX IV－４を

参照）。

2）「成果３」の達成状況

本成果を測るための指標には、「プロジェクトの終了時までに、看護助手のセミナーの参

加割合が全ての看護助手の 80％以上となる」が含まれている。評価対象期間に実施された

保健医療従事者に対する４回のセミナーには、合計で 63人が出席した（延べ人数による算

出分 37人を含む）。うち、看護助手は11人であった。評価の時点ですべての看護助手数は

把握されていなかったが、「成果２」で指摘したように評価対象期間以降からプロジェクト

終了時まで約１年あるため、今後、看護助手の参加割合が増える可能性もある。1999年７
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クライアントの数には、さまざまな年齢の女性と男性が含まれるが、本プロジェクトが

ターゲットグループとしているリプロダクティブエイジ（15～ 49歳）に属する女性の数に

注目してみると、クライアントとして Gohr Al Safiの母子保健センターを訪問したリプ

ロダクティブエイジに属する女性は、1998年にはリプロダクティブエイジに属するすべて

女性の 10％程度にとどまっている。しかし、この数値だけでは、プロジェクト地区のリ

プロダクティブエイジの女性の家族計画の実施が、本プロジェクトの実施にもかかわらず

低調であるとは言い切れない。なぜならば、プロジェクト地区には家族計画サービスを無

料で提供する母子保健センターが、もう１カ所ある（Mazra'a）。また、ＪＯＨＵＤによるク

リニックでも提供されているが、これらは有料である。さらに、薬局においてピルやコン

ドームの購入が可能である。ただし、ＪＯＨＵＤのクリニックと薬局の利用は、プロジェ

クト地区が貧しい地区であるため、それほど高いとは考えにくい。

いずれにしても、多くの人々が母子保健センター以外の有料のサービスを利用している

とは考えにくいため、プロジェクト終了時点までには Mazra'aの母子保健センターの利用

について、Gohr Al Safiの母子保健センターと同様な調査が必要である。

「１年間に家族計画とリプロダクティブヘルスについてのコースが６回実施される」これ

までに実施されたセミナーは、４回である（期間は1998年４月から10月）。この期間に限っ

てみれば、約半年間に４回実施されており、このペースが続けば年間８回となったはずで

あった。しかし、けっきょくセミナーが目標回数だけ実施できなかった理由は、日本人専

門家がすべて短期専門家であり、専門家が派遣中はセミナーが実施できたものの、そうで

ないときには実施できなかったことである。短期専門家のみしか派遣されないという状況

では、長期的なセミナー開催計画策定は、内容面でもロジスティックスの面でも困難で

あったと判断される。また、ＭＯＨが、本プロジェクトのＲ／Ｄ上は、witnessであり、正

式のカウンターパート機関とはなっていない。このことが、専門家に対するカウンター

パートが任命されていても、ＭＯＨがプロジェクトに十分参加、貢献しにくいものとした。

この状態は、「成果３」を達成するための各種活動をするうえでの課題となっていたと判断

される。

以上の結果から、プロジェクト地区の家族計画とリプロダクティブヘルスのサービスは、

ある程度は強化されたといえる。したがって、「成果３」はある程度は達成されたと判断さ

れる。

なお、今回の評価対象期間には含まれなかった 1999年９月以降、保健分野のローカルコ
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ンサルタント（元助産婦）によるプロジェクト地区の助産婦に対するトレーニングが実施さ

れている。

成果４「プロジェクト地区の女性が経済活動に参加する」

1）「成果４」の主な活動内容

a） 女性の収入創出活動に対するニーズが確定する。

b） 収入創出活動の計画が作られる。

c） 収入創出活動に役立つ地域の社会／経済活動センターが確定する。

1997年第３四半期に実施されたＷＩＤに関するベースラインサーベイとＣＤＰと経済

活動に興味のある女性たちとの話し合いから収入創出活動の案が提案され、その後、Ｊ

ＯＨＵＤによってフィージビィリティスタディが行われ、収入創出の案が絞り込まれた。

1999年５月に専門家（短期）とカウンターパートが着任し、活動の計画策定が行われ、養

蜂の訓練実施計画が策定された。養蜂の訓練活動は、Gohr Al Safi ＣＤＣで実施され

ることとなった。

d） 講師が選出され、活動に必要な資材が供給される。

e） 参加者が選出される。

f） 訓練が実施される。

収入創出活動の候補としてあがった活動のうち、養蜂は、1999年７月より関連活動が

始まった。講師は Mr. Melkawiに決定した。活動の参加者が、活動に興味を持ち、かつ

「ビジネスの開始と継続」というセッションに参加したプロジェクト地区の34人の女性か

ら 10人を選定した。

2）「成果４」の達成状況

通常の援助プロジェクトによる収入創出活動のおおまかな流れは、活動による収入創出

に関するフィージビリティスタディ　→　参加者の技術訓練　→　参加者による生産活動

　→　販売　→　参加者の収入創出と続く。本「成果」が「女性が経済活動に参加する」こと
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をめざすものであるため、この流れのなかでは、活動が販売以降の段階に入ったところで

成果の達成状況について評価が行われるべきである。しかしながら、「成果４」を達成する

ための具体的活動は、収入創出専門家（短期）とカウンターパートが着任した1999年５月以

降に開始され、今回の評価対象期間の終わりの時期にあたる 1999年７月末までには、実際

の女性に対する訓練活動がようやく開始されたのみであった（養蜂の活動の計画策定、講師

や場所、参加者の選定などが終了していた。また、訓練活動は 1999年８月４日から開始さ

れた）。したがって、本評価調査では、「成果４」については達成状況の判断ができない。

評価対象期間の終わりにあたる1999年７月までの「成果４」の達成のための活動の経過は

以下のとおりである。1997年第３四半期に実施されたＷＩＤに関するベースラインサーベ

イとＣＤＰと経済活動に興味のある女性たちとの話し合いから、収入創出活動の案として、

山羊飼育、造花作成、農産物加工が提案された後、日本人専門家、およびそのカウンター

パートが不在な時期があった。この間に、ＪＯＨＵＤによって収入創出の案が絞り込まれ

たが、専門家不在のために、当然ながら「成果４」達成のための活動に動きはなかった。

しかしながら、８月以降、本評価調査団訪問（10月中旬）までには、養蜂の訓練が終了し、

山羊飼育の訓練も開始された。縫製と製パン、育苗、プラスチック加工の訓練についても

活動実施のための準備が、活動内容の再検討なども含めて着実に進められている。また、地

域の女性たちが、本プロジェクトの収入創出活動に参加するために必要な機材購入のため

にＣＤＣから融資を受けることとなったが、これは、女性がクレジットへアクセスしたと

いうことで経済活動への参加の第一歩として大きな意義がある。また、短期間に活動がか

なり進展した理由としては、カウンターパートが収入創出活動プロジェクトに関する経験

が豊富であり、能力も高かったことがあげられる。

「成果４」の達成のための活動では、たとえば裁縫という技術を参加者に指導する人物も

必要であるが、指導される技術内容は特殊なものでも高度でもなく、現地で人を探すこと

が可能である。また、日本独自の技術であれば日本人が指導するのが好ましい場合もある

が、そうでもない。そこで、日本人専門家の役割を考察すると、訓練の参加者に技術を指

導するのではなく、収入創出活動全体を運営実施していくこととなる。このような視点か

ら専門家の人材のリクルートが行われれば、「成果４」の達成のためにポジティブな効果が

あったものと考えられる。

なお、「成果４」の達成度を評価する指標としては、「収入創出活動に参加している女性の

数が、プロジェクトの終了時までに 30％増加する」「収入創出活動からの生産されたものが
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市場に出て販売される」「収入創出活動に参加した女性が引き続き活動を続け、収入を得る」

が設定されている。

（2）投入の質、量、タイミング

日本側、およびジョルダン側による投入は、成果をあげるためには以下の理由により十分

であった。

〔日本側〕

1） 長期専門家の数、専門分野、能力は適切であった。

家族計画とリプロダクティブヘルス分野の長期専門家の派遣は、成果３「プロジェクト地

区の家族計画とリプロダクティブヘルスにかかるサービスが強化される」がそのような人材

を要求しているにもかかわらず、人材確保の困難により遅くなった。しかし、２人の短期

専門家を派遣した。

2） 収入創出活動分野の日本人専門家は、ＪＩＣＡにより収入創出活動用の機材供与が行わ

れる以前には、派遣されていた。しかし、現地で各活動の実現可能性が調査され、必要な

機材が選定された後であった。そして、日本人専門家には、専門分野の技術的側面のみな

らず、活動の計画策定も期待されているという視点からみると、専門家の派遣が必ずしも

時宜を得てはいなかった。ただし、代替案として現地コンサルタントをＪＩＣＡの予算で

傭上し、活動計画選定を行い協力期間中の活動実施が可能となった。

3） 収入創出活動に適用された融資形態は、収入創出活動分野の日本人専門家のもっていた

知見とは、異なる知見を必要とするものであった。

4） 機材供与の時期と数、質

機材供与の時期と数、質は、全体としては適切であった。

しかし、医療機材の供与において、何点かは臨床で使用するには質が十分に高くなかっ

た。また、母子保健センターと比較すると Gohr Al Safi 病院の機材のほうに力点が置か

れていた。

5） 日本でのカウンターパート研修は、全体として適切に実施された。しかし、プロジェク

ト目標を達成するというプロジェクト全体の視点からは、個別の研修の目標が十分に研修

参加者に理解されていないこともあった。
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6） 日本側によるローカルコストへの支援は適切であった。

〔ジョルダン側〕

一般的に、カウンターパートの誠意ある配分負担が成果の達成に貢献した。

1） カウンターパートの任命の時期、数、専門性は、全体として効率的であった。任命の時

期については、ＷＩＤ分野で任命の時期が遅くなった。専門性については、一部のカウン

ターパートが業務の実施にあたり当該分野で十分必要な専門性を備えていなかった。しか

し、これは部分的には、ジョルダン全体で当該分野での人材が多くないことが原因となっ

ている。収入創出活動分野のカウンターパートは、同分野の活動の推進に必要な高い専門

性を備えていた。

2） ジョルダン側ではコスト負担は適切であった。しかし、カウンターパート機関が実質的

には２機関であるため、ジョルダン側では負担額の合計が把握できない状態であるため、

金額が提示できない旨、今回評価調査団に申し出があった。

3） 支援体制

すべてのカウンターパートと専門家による合同調整委員会が１年に一度開催され、内部

会合が１カ月に一度、また、必要のあるときには１週間に一度開催された。両種の会議は、

プロジェクトの「活動」間の調整を改善した。内部会議の場が、プロジェクトの活動の全体

的な統合の場としても活用されると効率性はさらに高まったと考えられる。

4） 他の協力プロジェクトとの連携

ジョルダン政府、あるいはＮＧＯによる同分野のプロジェクトとの連携が進められ、有

益な情報が交換された。

５－２　目標達成度

プロジェクトは、家族計画の推進という短期間では達成しにくい目標を掲げているが、プロ

ジェクト終了時におけるプロジェクトの目標達成度は高いと見込まれる。

（1）「成果」の達成状況

「５－１　効率性（1）活動内容および達成状況」で記述したように、プロジェクトの各「成

果」はいずれもほぼ達成された。
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（2）プロジェクト目標の達成状況

本プロジェクトのプロジェクト目標は、「カラク県の南ゴール地区において家族計画の実施

が推進される」と設定されている。

本評価調査団による合同評価において、日本側とジョルダン側双方によって、本プロジェ

クトが家族計画分野という短期間では成果の現れにくい分野におけるプロジェクトであるた

め、今回の評価対象期間では、プロジェクト目標の達成状況を測ることは不可能であるとい

う結論に達し、その旨、合同評価ミニッツに記載された。

しかしながら、本調査報告書において示されている「成果」の達成状況からは、プロジェク

ト終了時にはプロジェクト目標が達成される可能性は、かなり高いと見込まれる。

なお、「プロジェクト目標」の達成状況を測る指標としては、「避妊普及率（ＣＰＲ）が 2000

年までに国の平均レベルとなる」が設定されている。しかし、プロジェクト地区のＣＰＲをプ

ロジェクト終了時に明らかにすることは、無理であることが今回、日本側、および、プロジェ

クト側で認識された。それは、プロジェクト地区においてはプロジェクトによる収集活動を

除いて統計活動がないことと、プロジェクトによって独自にデータを収集してＣＰＲを出す

ことはほとんど困難であるためである。そこで、ＣＰＲの推移の代替となる指標案としては、

プロジェクト地区の住民から少人数をサンプルとして選び、その人たちの希望する子供の数

などの考え方の変化が、国内委員から提案された。これについては、プロジェクト側が今後、

検討することになった。

このように「プロジェクト目標」の達成度を測ることは困難であるが、「プロジェクト目標」

が達成される可能性は高い。

（3）「プロジェクト目標」達成に関する貢献要因と阻害要因

専門家からのインタビューでは、貢献要因として、直接的なものとしては、プロジェクト

の計画面の適切さ、関連機関の連携、プロジェクト地区の責任のある対応、プロジェクト関

係者のチームワークがあげられた。また、間接的なものとしては、教育やコミュニケーショ

ン手段があげられた。

阻害要因としては、伝統的な考え方や家族計画に対する噂（主に家族計画の手段からの副作

用についての噂）があげられた。

５－３　インパクト

プロジェクトによるポジティブなインパクトは、非常に大きい。
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（1）直接的インパクト（「プロジェクト目標」レベルのインパクト）

「プロジェクト目標」は、現時点では完全には達成されていないが、プロジェクトの実施に

よる複数のインパクトがあった。

プロジェクトによって地区の情報が収集されたことと、女性に対する啓蒙セミナーが実施

されたことを通じて、現状の課題が把握され、プロジェクトによって男性向けセミナーの実

施が始まった。さらに夫婦を対象とするセミナーも開始された。

ＣＤＰとして若い女性たちをリクルートしたことは、彼女たちに保健および社会活動の分

野へ参加する機会を提供し、新しい物事に触れることを可能とした。彼女たちのプロジェク

トに対するコミットメントをさらに活用するための努力が重要である。これは、意図されな

いインパクトであった。

（2）インパクト（「上位目標レベル」のインパクト）

1） 上位目標の達成状況

本プロジェクトの上位目標は、「カラク県の南ゴール地区において人口増加が減少する」

と設定されている。本評価調査団による合同評価において、日本側とジョルダン側双方に

よって、本プロジェクトが家族計画分野という短期間では成果の現れにくい分野における

プロジェクトであるため、今回の評価対象期間では、上位目標の達成状況を測ることは不

可能であるという結論に達し、その旨、合同評価ミニッツに記載された。

2） インパクト（「上位目標レベル」のインパクト）

「1）上位目標の達成状況」で記述したように「プロジェクト目標」も現時点では達成されて

いない段階にあるため、「プロジェクト目標」が「上位目標」に対して与えた間接的インパク

トを測ることは、困難である。

５－４　妥当性

プロジェクトは、全体として妥当性が高い。

（1）「上位目標」の妥当性

「上位目標」は、依然としてジョルダンの人口政策に対して妥当性が高い。

（2）「プロジェクト目標」の妥当性

「プロジェクト目標」は、依然としてジョルダンの人口政策に対して妥当性が高い。「プロ
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ジェクト目標」は、プロジェクト地区の人々にニーズに合致している。

（3）プロジェクトデザインの妥当性

プロジェクトデザインは、十分に妥当性がある。これには、計画段階でＰＣＭ手法を採用

したこと、利益関係者がすべて参加したこと、日本人、およびジョルダン人のプロジェクト

マネージャー２人がプロジェクトをよく理解したことの３点が、部分的に貢献している。

しかし、ＭＯＨのプロジェクトの「証人」としての立場は、家族計画の実施を促進するため

に不可欠である「成果３」の実現を確実にするには、十分ではない。また、ＭＯＨからの強い

コミットメントを確保するための、プロジェクトに先立つＪＩＣＡとＮＰＣの間の確認が十

分ではなかった。

プロジェクトデザインの特徴は、収入創出活動による女性のエンパワーメントが、家族計

画の普及を押し上げることをめざしている点であるが、その特徴を十分に生かせるような工

夫が計画段階でデザインに入れ込まれると、より妥当性が高まったといえる。

５－５　自立発展性

プロジェクトの自立発展性は、何点か検討すべき部分があるものの、部分的には満足のいくレ

ベルに達している。

（1）組織運営面での自立発展性

家族計画とリプロダクティブヘルスは、政府にとって重点政策である。したがって、ジョ

ルダン政府は、引き続きＮＰＣを支援すると見込まれる。ＭＯＨは、その組織面について比

較的高い持続性が確保されている。母子保健部門は、国家政策に沿った部門であり、ＭＯＨ

の重点部門のひとつである。

（2）財政的自立発展性

ＪＯＨＵＤは、すべてのＣＤＣがおのおのの異なる活動を通じて財政面で自立できること

を目指して分権化を進めている。ＪＯＨＵＤ本部は、ＣＤＣが財政面で自立できるまで、す

べてのＣＤＣへの財政的支援を継続していく。

ＪＯＨＵＤは、49カ所のＣＤＣを通してジョルダン全土に活動を展開している最大規模の

開発団体のひとつである。1999年度の運営のための予算は、320万ジョルダンディニール（450



- 53 -

万ドル、１ＵＳドル＝ 0.708ジョルダンディニール）である。

「プロジェクト目標」の達成のためにＭＯＨのさらなるコミットメントを得るためには、プ

ロジェクトにＭＯＨをさらに巻き込むことが重要性を増すであろう。したがって、ＭＯＨの

財政的な持続発展性については、特別の配慮が必要である。

（3）物質的、技術的自立発展性

本プロジェクトにより供与された機材に関して、物質的、技術的自立発展性を確保するた

めのカウンターパートの能力は増加した。

１人のカウンターパートが、プロジェクトの期間中に必要とされるレベルに保たれていな

かったことを除いては、日本での研修を受け、技術移転を受けたカウンターパートは、所属

機関にとどまり、研修と技術移転の成果を発揮している。

視聴覚機材についても、高度ではないが、教材の作成や上映に必要最低限の技術レベルの

機材を供与したことが、物質的、技術的自立発展性の確保に貢献した。
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第６章　教訓および提言

（1）本プロジェクトの上位目標は家族計画の普及による人口増加率の低下であるが、その戦略は

カイロ会議（1994年）の行動計画のパラダイム転換にのっとり、家族計画を含むリプロダクティ

ブヘルスサービスの提供活動と女性のエンパワーメントを結びつけた総合的、革新的なもので

ある。そのような総合的戦略のゆえに、実際のフィールド活動は多面的であり、意識改革のた

めのセミナー活動、母子保健センターを中心とした家族計画の普及活動、女性のエンパワーメ

ントのための収入活動の３つが含まれる。

前述のとおり、本プロジェクトは、個々の活動についてはかなり満足すべき成果をあげては

いるが、それらは全体として最終目的に有機的に結びつくべきものであり、この点で、今後と

も個々の活動が自己目的化しないよう、プロジェクト関係者間で共通目標の認識の醸成と、そ

れぞれの活動間の調整努力が望まれる。

（2）そのためにも、３年間の協力期間終了に近い時点で本プロジェクトが上位目標の達成にどこ

まで近づいたかを確認するためのモニタリングの実施が必要である。３年間という短い期間で

人口増加率の低下がはっきり顕れるということは考えにくいが、プロジェクト活動を通じて（特

に母子保健という面での）住民の出産・育児についての考え方、希望する子供の数、家族計画の

受容意識、避妊実行率、避妊の継続率などの指標が一部であれ変化したか否かを確認する作業

は重要である。

かりに本プロジェクトが、同地域も含めて２年間延長されるとすれば、今後、全体として５

年間の家族計画の普及率、人口増加率についての変化をモニターする活動がいっそう重要とな

ろう。

（3）本プロジェクトのジョルダン側の（Ｒ／Ｄ署名団体という意味での）カウンターパート機関は

ＮＰＣであり、プロジェクト遂行上密接にかかわっているＭＯＨ、ＪＯＨＵＤはＲ／Ｄの証人

団体にとどまっている。そのこともあって、本プロジェクトにおけるＭＯＨの位置づけがやや

曖昧であり、ＭＯＨから十分なコミットメントを得ているとは言い難い。本プロジェクトの上

位目標との関係を考えても、残りの協力期間について、ＭＯＨからのよりいっそうの協力が必

要な事は明らかである。今後、本プロジェクトの延長を検討する場合には、ＭＯＨの位置づけ

を明確にすることが望ましい。

（4）本プロジェクトのもうひとつの実質的なカウンターパート団体であるＪＯＨＵＤは、収入創

出活動が始まって以来、特に積極的に取り組むようになっている。もともと王族のＮＧＯとい
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う特殊性をもち、意志疎通の難しい面もあったようであるが、この半年ほどの間に、バスマ王

女（ＪＯＨＵＤの最高責任者）と在ジョルダン日本大使館、ＪＩＣＡジョルダン事務所、プロ

ジェクトとの関係は多いに改善された。今回合意した評価リポートに証人団体として初めて署

名したこともＪＯＨＵＤの積極性の表れと解釈できる。

なお、ＪＯＨＵＤは、本プロジェクトにかかわる予算公開に対応して、日本側に公表するつ

もりであると言明した。この点については、今後現地での協議に委ねられるであろう。
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表Ａ　男性対象セミナー実施状況

テーマ 講　　師 日　時 場　所 参加者数 内　　容

1.イスラムにおける男性の役割／家族計
画

2.家族計画の概念と方法

3.公衆衛生

4.イスラムの教義と家族計画

Mr. Khaled Alghzawi
（元労働大臣、Deputy of Jordanian
Farmers Union）

Dr. Nassar Ammareen
(Director of Karak MCH Center,
Ministry of Health (MOH))

1.Dr. Adnan Al-Dumor
(Director of Karak Health
Directorate, MOH)

2.Dr. Shebli Medanat
(Head of Karak Health Education
Section, MOH)

Mr. Rafeeq Al Khateeb
(Head of Religious Education,
Ministry of Religious Affairs)

'98/8/9 Al Safi 33
16:00～
'98/8/16 Mazra's 52
16:00～
'98/8/23 Al Safi 81
16:00～
'98/8/30 Mazra's 31
16:00～
'99/3/20 Al Safi 16
16:00～
'99/3/21 Mazra's 43
16:00～
'99/3/23 Al Safi 23
16:00～
'99/3/24 Fifa 33
16:00～
'99/4/3 Mamoura 51
16:00～
'99/4/4 Mazra's 42
16:00～
'99/4/6 Hadietheh 64
16:00～
'99/4/11 Al Safi 83
16:00～
'99/5/22 Al Safi 29
16:00～
'99/5/26 Al Safi 54
16:00～
'99/5/29 Mazra's 44
16:00～
'99/6/2 Hadietheh 72
16:00～

家庭における男性の役割／責任の重要性をコー
ランを引用し説明。また、コーランは家族計画
を支持していることを説く。

家族計画を通した母子の健康の重要性を説明。
避妊具の使用方法を紹介。

アラーから授かった健康を維持することの重要
性を説明。プライマリーヘルスケアおよび公衆
衛生の具体的方法を紹介。

家族計画の解釈をコーランに基づき説明。また
家族計画を個人レベルで実践するとともに、コ
ミュニティレベルで推進することの重要性を指
摘。

参加者数平均±SD＝47±20
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（　　）内は未婚の参加者数表Ｂ　女性対象セミナー実施状況

テーマ 講　　師 日　時 場　所 参加者数 内　　容

1.産前産後ケア

2.教育の重要性

3.母乳

4.栄養Ｉ（講義）

5.栄養II（実技）

Dr. Raja' Al Saleh

（JAFPP、Karakクリニック女医）

Ms. Nawal Al Dghimat

（Al Safi小学校教頭）

Ms. Nawal Abu-Al Samhadani

（Al Safi病院看護婦）

Ms. Iman Mwafi

（Karak病院栄養士）

同　　上

'98／7 Al Safi 110（64）

Mazra's 51（60）

Hadieth 51（34）

Fifa 31（31）

Mamoura 26（ 3）

'98／9 Al Safi 67（40）

Mazra's 45（55）

Hadieth 38（18）

Fifa 32（36）

Mamoura 24（ 0）

'98／10 Al Safi 77（42）

Mazra's 30（38）

Hadieth 32（24）

Fifa 32（29）

Mamoura 19（ 1）

'98／11 Al Safi 88（35）

Mazra's 32（22）

Hadieth 30（20）

Fifa 32（18）

Mamoura 21（ 0）

'98／12 Al Safi 105（48）

Mazra's 32（20）

Hadieth 61（26）

Fifa 20（16）

Mamoura 21（ 0）

妊娠中の諸注意（栄養／日常生活／定期診断）産

後の定期検診／運動／新生児の扱い方／家族計

画

女性の教育の重要性

母乳の重要性／栄養／方法

家庭での食事（栄養摂取）の重要性、身近な食品

の栄養指導

チーズとヨーグルトの製造
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テーマ 講　　師 日　時 場　所 参加者数 内　　容

6.リプロダクティブ・ヘルス

7.女性と法律

8.栄養Ｉ（講義）

9.栄養II（実技）

10.ジェンダー

Ms. Munira Sha'ban

（医療コンサルタント）

Ms. Hiam Kakcmat

（元ジョルダン女性委員会委員長）

Ms. Iman Mwafi（Karak病院栄養士）

同　　上

Ms. Huda Al Karaki

（プロジェクトＣ／Ｐ）

'99／3 Al Safi 55（41）

Mazra's 27（16）

Hadieth 35（22）

Fifa 30（21）

Mamoura 22（ 1）

'99／4 Al Safi 117（41）

Mazra's 41（41）

Hadieth 28（17）

Fifa 30（17）

Mamoura 18（ 1）

'99／5 Al Safi 116（44）

Mazra's 42（68）

Hadieth 36（34）

Fifa 34（28）

Mamoura 21（ 1）

'99／5 Al Safi 34（15）

Mazra's 19（14）

Hadieth 13（14）

Fifa 10（10）

Mamoura 21（ 2）

'99／6 Al Safi 137（57）

Mazra's 24（30）

Hadieth 26（14）

Fifa 19（17）

Mamoura 21（ 3）

女性の生理、妊娠のメカニズムおよび避妊方法

ジョルダンにおける女性の法的権利、現法律の

差別的側面および女性問題関連組織の連絡方法

11月と同様

12月と同様

ジェンダーと性の違い、夫婦間の協力

参加者数平均±SD＝39±31

（　　）内は未婚の参加者数
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表Ｃ　看護助手（Aid Nurse）へのトレーニングおよび家族計画／リプロダクティブヘルスに関するトレーニングコースの実施状況

1.家族計画／リプロダ

クティブヘルス

2.避妊の手段について

3.超音波診断法の指導

4.助産婦トレーニング

Dr. Zcinab

（M. D., JAFPP）

池上清子

（JICA専門家）

清水利恭

（JICA専門家）

清水利恭

（JICA専門家）

Dr. Nassar Ammareen

（Derector of Karak

MCHC）

Dr. Adnan Al-Dunior

（Director of Karak

Health Directorate）

丹野かほる

（JICA専門家）

1998/4/15-16

1時間半

6回

1998/10/17-19

リプロダクティブヘルスの概念、家族計画（避妊方法）について

説明。その後グループワークを中心に討議。またカウンセリン

グの方法についてロールプレイを行い指導。

避妊薬、避妊用具、避妊手術、およびその他の避妊手段につい

て概略を説明。またその長所・短所・適応・禁忌・副作用につ

いて説明。

産婦人科領域の超音波診断について、主にビデオを使用し、超

音波診断の基礎、正常／異常な早期妊娠／中期・後期妊娠、婦

人科の疾病、経腔超音波診断の7項目に分け、最近の見地を踏

まえ説明。

家族計画におけるカウンセリングの方法およびリプロダクティ

ブヘルスの基本概念について説明。

Ghor Safi病院

Ghor Safi（MCHC）

Ghor Safi病院およ

びAQFクリニック

Karak Training

Center

16人

（看護助手 11

 看護婦 1

 助産婦 2

 医師 2）

10人

（医師 1

 助産婦 2

 看護婦 7）

延べ17人（医師）

延べ20人（助産婦）

テーマ 講　　師 日時または期間 場　所 参加者数 内　　容





資　　　料

１　ミニッツ（合同評価報告書）

２　プロジェクト作成による評価参考資料

３　専門家とカウンターパートによる活動成果報告資料

４　実施機関組織図
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